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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 2022年７月 2023年７月 2024年７月 2025年７月 2026年７月

売上高 （千円） － 4,166,512 4,678,961 5,279,959 5,376,559

経常利益又は経常損失（△） （千円） － 142,933 63,465 69,571 △51,822

親会社株主に帰属する当期純利益又

は親会社株主に帰属する当期純損失

（△）

（千円） － 69,464 25,154 202,686 △139,198

包括利益 （千円） － 66,198 22,205 203,251 △130,675

純資産額 （千円） － 1,479,026 1,501,120 1,703,731 1,574,750

総資産額 （千円） － 2,491,444 2,767,380 3,457,320 3,371,181

１株当たり純資産額 （円） － 1,359.41 1,379.90 1,567.25 1,447.54

１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失（△）
（円） － 63.92 23.12 186.42 △127.98

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 59.4 54.2 49.3 46.7

自己資本利益率 （％） － 4.7 1.7 12.6 △8.5

株価収益率 （倍） － 37.1 115.3 13.9 －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） － 67,918 △68,172 △59,576 △296,826

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） － △469,072 20,486 570,099 △244,017

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） － 549,030 228,692 32,681 98,628

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － 1,154,640 1,335,646 1,878,851 1,436,636

従業員数 （人） － 87 92 104 114

（注）１．第35期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。なお、

連結子会社である株式会社ヤナ・コーポレーションの企業結合日（みなし取得日）を第35期連結会計年度末日

（2023年７月31日）とし、同日現在の貸借対照表のみを連結しているため、第35期連結会計年度においては連

結の範囲に含めた子会社である株式会社ヤナ・コーポレーションの業績は含まれておりません。連結子会社で

ある株式会社ささきの企業結合日（みなし取得日）を第36期連結会計年度末日（2024年７月31日）とし、同日

現在の貸借対照表のみを連結しているため、第36期連結会計年度においては連結の範囲に含めた子会社である

株式会社ささきの業績は含まれておりません。連結子会社である株式会社平成ハウジングの企業結合日（みな

し取得日）を2024年10月31日としており、第37期連結会計年度においては2024年11月１日より2025年７月31日

までの９ヶ月間の業績を連結しております。また、連結子会社である株式会社第一技研の企業結合日（みなし

取得日）を第38期連結会計年度末日（2026年７月31日）とし、同日現在の貸借対照表のみを連結しているた

め、第38期連結会計年度においては連結の範囲に含めた子会社である株式会社第一技研の業績は含まれており

ません。

２．第35期、第36期および第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

４．従業員数は、就業人員を表示しております。なお、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員

を含みます。）は、総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

５．第35期の自己資本利益率は連結初年度のため、期末自己資本に基づいて算定しております。

６．第38期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 2022年７月 2023年７月 2024年７月 2025年７月 2026年７月

売上高 （千円） 3,504,776 4,166,512 4,100,966 3,978,928 4,304,688

経常利益 （千円） 207,531 188,277 64,419 85,871 52,148

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 136,970 114,853 32,460 208,265 △104,147

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 316,600 349,789 349,789 349,789 349,789

発行済株式総数 （株） 1,049,000 1,088,700 1,088,700 1,088,700 1,088,700

純資産額 （千円） 1,346,814 1,524,416 1,553,133 1,762,006 1,668,076

総資産額 （千円） 1,690,479 2,426,232 2,567,475 3,040,421 2,980,423

１株当たり純資産額 （円） 1,284.35 1,400.21 1,427.71 1,620.86 1,533.33

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失（△）
（円） 146.97 105.69 29.83 191.55 △95.75

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 79.7 62.8 60.5 58.0 56.0

自己資本利益率 （％） 11.6 8.0 2.1 12.6 △6.1

株価収益率 （倍） 11.5 22.5 89.3 13.6 －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 132,629 － － － －

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △34,511 － － － －

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 197,998 － － － －

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 1,006,763 － － － －

従業員数 （人） 57 68 64 70 73

株主総利回り （％） 68.5 95.6 107.5 104.8 104.4

（比較指標：TOPIX） （％） (102.1) (122.2) (147.0) (154.8) (210.6)

最高株価 （円） 2,540 2,780 3,095 2,987 3,005

最低株価 （円） 1,370 1,411 2,162 2,035 2,520

（注）１．従業員数は、就業人員を表示しております。なお、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員

を含みます。）は、総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第34期につきましては、関連会社が存在しないため記載してお

りません。また第35期より連結財務諸表を作成しているため記載をしておりません。

３．第34期、第35期、第36期および第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

４．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

５．第35期より連結財務諸表を作成しているため、第35期、第36期、第37期及び第38期の営業活動によるキャッ

シュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高は記載しておりません。

６．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。
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７．第34期の最高株価及び最低株価は、2022年７月25日より東京証券取引所グロース市場におけるものであり、

2022年４月４日以降2022年７月24日までは名古屋証券取引所ネクスト市場、それ以前は名古屋証券取引所セン

トレックスにおけるものであります。

８．第38期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

  4/106



２【沿革】

年月 事項

1987年１月 不動産のリフォーム工事を目的として、当社代表取締役社長である前田浩が東京都目黒区にて

当社の前身であるクリエイティブリフォームオフィス・マエダを個人事業として創業

1988年９月 株式会社ニッソウを設立（資本金3,000千円にて設立）

1993年９月 資本金を10,000千円に増資

1997年５月 東京都知事（般）第106206号　一般建設業許可を取得

2005年11月 資本金を20,000千円に増資

2006年12月 本社を東京都世田谷区経堂へ移転

2010年９月 資本金を50,000千円に増資

2013年７月 資本金を100,000千円に増資

2016年10月 神奈川県高座郡寒川町に神奈川営業所を開設

2016年12月 国土交通大臣（般）第26483号　一般建設業許可を取得

2017年３月 埼玉県さいたま市西区に埼玉営業所を開設

2018年２月 東京証券取引所　TOKYO PRO Marketへ上場

2020年３月 名古屋証券取引所セントレックスに株式を上場

 資本金を203,500千円に増資

2020年10月 千葉県船橋市に千葉営業所を開設

2020年11月 資本金を216,280千円に増資

2021年４月 埼玉県朝霞市に朝霞営業所を開設

2022年４月 名古屋証券取引所の市場区分の見直しにより、名古屋証券取引所セントレックスからネクスト

市場に移行

 神奈川県横浜市に横浜営業所を開設

2022年７月 東京証券取引所グロース市場に株式を上場

 資本金を316,600千円に増資

2022年８月 資本金を349,789千円に増資

2022年11月 国土交通大臣（特-4）第26483号　特定建設業許可を取得

2023年３月 100％子会社　日本リゾートバンク株式会社を設立

2023年５月 株式会社ヤナ・コーポレーションの全株式を取得し子会社化

2023年６月 匠屋本鋪有限公司へ資本出資

2023年12月 マレーシア連絡事務所開設

2024年１月 TOMORROW WTO SDN. BHD.との戦略的パートナーシップ契約締結

2024年５月 宮城県仙台市に東北営業所を開設

2024年６月 株式会社ささきの全株式を取得し子会社化

2024年８月 有限会社平成ハウジング（現株式会社平成ハウジング）の全株式を取得し子会社化

2024年11月 OSK Holdings BerhadとMOU締結

2026年５月 株式会社第一技研の全株式を取得し子会社化
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社５社及び関連会社１社で構成され、リフォーム事業、

不動産流通事業及び不動産建設事業を主な事業内容としております。なお、連結子会社は子会社である日本リゾート

バンク株式会社、株式会社ヤナ・コーポレーション、株式会社ささき、株式会社平成ハウジング、株式会社第一技研

で、非連結子会社はありません。また、非持分法適用の関連会社は匠屋本鋪有限公司であります。

当社グループの各事業における位置付けなどは次のとおりであります。

 

（1）リフォーム事業

一戸建て、集合住宅、賃貸住宅等の退去に伴う原状回復工事やリノベーション工事、ハウスクリーニング・

入居中メンテナンス工事、その他の工事といった住宅等に関するリフォーム工事の請負・施工管理を行ってお

ります。主に首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）を中心に事業展開を図っております。

（主要な会社　当社、株式会社ヤナ・コーポレーション、株式会社ささき、株式会社第一技研）

（2）不動産流通事業

不動産の売買、仲介、買取再販等を行っております。主に神奈川県の湘南エリアを中心に事業展開を図って

おります。

（主要な会社　日本リゾートバンク株式会社）

（3）不動産建設事業

注文住宅・建売住宅の建築、販売及び住宅用土地の販売を行っております。主に栃木県を中心に事業展開を

図っております。

（主要な会社　株式会社平成ハウジング）

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

［事業系統図]
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)

日本リゾートバンク株式会社

（注）２

神奈川県

藤沢市
100 不動産流通事業 100.0

従業員の出向

役員の兼任

建物の賃貸

建設工事の受注

株式会社ヤナ・コーポレーション
埼玉県

所沢市
20 リフォーム事業 100.0

役員の兼任

資金の貸付

建設工事の受発注等

株式会社ささき
東京都

江東区
10 リフォーム事業 100.0

役員の兼任

資金の貸付

建設工事の受発注等

株式会社平成ハウジング

栃木県

那須塩原

市

10 不動産建設事業 100.0

役員の兼任

資金の貸付

建設工事の発注等

株式会社第一技研
東京都

文京区
20 リフォーム事業 100.0 役員の派遣

（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

  7/106



第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。なお、文中の将来に関す

る事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）経営方針

当社グループは、「誠実な社員、理解あるお客様、確実な仕入先、堅実な外注先、その他事業に関係ある方

に対し、全てをビジネスパートナーと考え相思相愛の強い信頼関係で、名実共に日本一のリフォーム会社を目

指します。」という経営理念の下、顧客である不動産会社等の良きパートナーとして、市場のニーズに適応し

た質の高いサービスの提供に取り組み、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。

 

（２）経営戦略等

少子高齢化に伴うニーズや生活様式の変化、環境等に対する意識の高まり、消費者の価値観の多様化により

市場構造や規模も大きく変わってきております。市場動向に応じた事業エリア、事業領域の積極的な開拓を展

開し、時代のニーズに応える技術力、営業力等を強化し、お客様が満足できるサービスを展開してまいりま

す。また、環境の変化に柔軟に対応し、着実に安定成長することを目指しております。

こうした方針のもと、当社グループは、既存事業の深化とともに、住宅・不動産ストック領域におけるサー

ビスラインナップの拡充を成長戦略の一つとして推進しております。2026年5月には、首都圏を中心にマン

ション・ビル等の大規模修繕工事を展開する株式会社第一技研の全株式を取得し、連結子会社といたしまし

た。同社が有する施工技術力及び大手デベロッパーとの受注基盤と、当社グループのリフォーム事業とのシナ

ジーを創出することで、マンション長寿命化・再生市場における事業領域の拡大及び収益基盤の強化を図り、

中長期的な企業価値の向上を目指してまいります。

 

（３）経営上の目標達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、持続的な成長と企業価値向上のために、事業規模の拡大を重視しており、売上高と売上総

利益を重要な経営指標として位置付けております。リフォーム事業においてはこれらの経営指標に影響する工

事受注件数、及び新規顧客数、不動産流通事業においては成約件数及び平均保有期間の推移を、また、不動産

建設事業においては注文住宅の受注件数及び分譲・建売の販売件数を把握し、これらの指標を改善する事で、

売上高と売上総利益が継続的に向上するための施策を講じております。また、社員が一貫して一顧客を担当す

るため人員の増加が件数の増加、および売上の増加（売上成長）に直接結びつくため、サービス提供を担う人

材の育成・採用が重要であると認識しております。

 

（４）経営環境

当社グループの主たる事業拠点である首都圏におきましては、建築後相当の年数が経過した分譲マンション

やビル等の住宅・建築物ストックの高経年化を背景として、既存住宅の維持・修繕、リフォーム・リノベー

ション及びマンション・ビル等の大規模修繕に対する需要が見込まれる事業環境にあるものと認識しておりま

す。また、省エネルギー性能の向上や住宅・建築物の長寿命化に対する社会的な関心の高まりに加え、省エ

ネ・断熱改修等に対する各種支援策も、リフォーム・改修需要を下支えする要因となっております。

一方で、建築資材及び住宅設備機器等の価格上昇や、建設業界における職人及び施工管理人材の高齢化・不

足等を背景とした労務費の上昇が継続しており、工事原価の上昇要因となっております。また、住宅ローン金

利の動向や住宅価格の上昇等が住宅取得者の購買意欲に影響を及ぼす可能性があるほか、2025年度の新設住宅

着工戸数が前年度を下回るなど、新築住宅市場を取り巻く環境は先行き不透明な状況が続いております。その

一方で、既存住宅の有効活用や住宅・建築物の長寿命化に対する社会的な要請は、今後も高まるものと認識し

ております。

このような経営環境のもと、当社グループは、主力であるリフォーム事業のさらなる強化を図るとともに、

マンション・ビル等の大規模修繕を含む住宅・不動産ストック領域への事業領域の拡大を進めております。今

後もグループ各社との連携を推進し、施工体制及びサービスラインナップの強化を図ることで、外部環境の変

化に柔軟に対応し、持続的な成長及び企業価値の向上に努めてまいります。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

①　子会社の収益力向上及びグループ経営管理体制の強化について

当社グループは、Ｍ＆Ａ等を活用し、事業エリア及び事業領域の拡大を進めております。一方、当連結会

計年度において、子会社２社の実績が当初の事業計画を大幅に下回ったことから、のれん及び事業用固定資

産について減損損失39,577千円を特別損失として計上いたしました。この結果を踏まえ、子会社の収益力向

上及びグループ経営管理体制の強化を優先的に対処すべき課題と認識しております。

この課題に対処するため、各子会社の事業計画と実績との差異、その要因及び今後の見通しを継続的に把

握・分析し、必要な改善策を策定・実行してまいります。また、各子会社から当社への報告内容を充実さ
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せ、改善策の進捗状況を確認するとともに、顧客基盤、施工技術、ノウハウ及び人材等の経営資源を相互に

活用し、収益基盤の強化とグループシナジーの創出に取り組んでまいります。

今後、Ｍ＆Ａを検討・実施する場合には、対象会社の事業計画の実現可能性、財務状況及び当社グループ

とのシナジー等を十分に検討するとともに、取得後も事業計画の進捗状況及び収益状況を継続的に把握・分

析し、必要に応じて改善策を講じることで、投資効果の実現及び企業価値の向上を図ってまいります。

 

②　サービス向上について

当社グループは展開している各事業をサービス業と位置づけ、社員へのマナー教育を徹底しております。

また、全ての顧客に満足していただけるよう品質管理を行っております。顧客に当社のサービスに満足いた

だけるよう、勉強会等の機会を増やすとともに、今まで以上の施工品質向上に努めてまいります。

 

③　人材の確保と育成について

当社グループでは人材が、事業拡大のための重要な経営資源であると考えており、今後の事業拡大に合わ

せて、高いスキルと専門知識を持った優秀な人材を増やすことが事業基盤強化につながると認識しておりま

す。さらに当社グループの未来を担う次世代経営者層の育成が重要な課題と認識しております。当社グルー

プにおきましては、中長期的な社員数増強に向けた採用活動の強化を行うとともに、優秀な人材を増やすた

め、勉強会、知識の共有などを通じて社員のスキルアップを図ってまいります。また、社員の能力に合わせ

たキャリアアップを推進し、若手のリーダーや管理職登用を積極的に行ってまいります。社員が働きやすい

職場環境の実現に向け、職場内のコミュニケーションを活性化させるための活動も行ってまいります。多様

な人材を積極的に登用することで社員の能力発現を支援するとともにダイバーシティを活かした経営により

企業価値の向上を図ってまいります。

 

④　内部管理体制及びコーポレート・ガバナンスの強化について

当社グループでは、内部管理体制及びコーポレート・ガバナンスの体制整備と強化が重要な課題であると

認識しております。そのため、事業等のリスクを適切に把握及び対処し、コンプライアンスを重視した経営

管理体制に重点をおくことで、引き続き内部管理体制の強化に取り組み、より一層のコーポレート・ガバナ

ンス機能の充実を図り、経営の公正性・透明性の確保及び企業価値の最大化に努めてまいります。

 

⑤　施工ネットワーク（施工協力体制）の拡充について

当社グループの事業拡大には外注先である各工事分野の専門施工会社からなる、施工ネットワークの確

保・拡充が不可欠であると認識しております。今後、当社グループの理念共有及び安全・品質管理の徹底に

十分留意し、施工ネットワークの拡充を図ってまいります。

また、建設業界における職人不足への対応及び新たな事業機会の創出を目的として、クロス（壁紙）施工

業の独立支援型フランチャイズ事業「クロス家さん」を開始しております。加盟者に対する技術、営業及び

施工管理等の実務研修を通じて職人の育成を支援するとともに、各地域における施工体制の拡充及び事業基

盤の強化に取り組んでまいります。

 

⑥　事業エリア拡大について

　当社グループは、株式会社平成ハウジングは栃木県那須塩原市を中心に事業展開しているものの、主たる

事業エリアは首都圏を中心に展開しており地域依存リスクが高く、今後の収益拡大が限定的になる可能性が

あると認識しております。このような課題に対処するため、事業エリアの拡大を推進することを課題と認識

しております。

今後さらなる事業エリアの積極的な開拓を展開し、この課題を解決し、活性化を促進しながら子会社等と
効率的に連携を図り、サービスを展開してまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する

事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　当社グループの事業の特性上、気候変動問題が重要な影響を及ぼすことは当連結会計年度においては想定しており

ませんが、一方で人的資本に関しては重要な課題と認識しております。

 

（１）サステナビリティに関する基本方針

　当社グループは、地球温暖化等の環境課題、人権問題等の社会課題及び当社グループを取り巻く事業環境に

おける課題等に対して、企業理念である「誠実な社員、理解あるお客様、確実な仕入先、堅実な外注先、その

他事業に関係ある方に対し、全てをビジネスパートナーと考え相思相愛の強い信頼関係で、名実共に日本一の

リフォーム会社を目指します。」の実践を通じて、持続可能な環境・社会の実現に向けて取り組み、公正かつ

透明性の高い経営の実現と、多様な人材が活躍し、働きやすい環境の整備に取り組み、企業価値の向上を遂げ

ることを目的とします。

 

（２）ガバナンス及びリスク管理

　当社グループは、サステナビリティに関する取組を推進するに当たり、経営会議を主要機関と位置付け、各

部門の責任者からサステナビリティに関する提案や取組状況等の報告を受け、協議を行っております。そのう

ち特に重要な事項については、取締役会に付議又は報告し、取締役会がその状況を監督しております。

　また、連結子会社については、当社代表取締役社長、取締役管理部長及び取締役経営企画部長が各連結子会

社の取締役会に出席し、業績及び予算の進捗状況、人員の状況その他の事業運営上の重要事項を継続的に把握

しております。各連結子会社から把握した重要事項については、毎月開催する当社の定時取締役会に報告し、

グループ全体の事業運営及びリスクの状況を共有しております。

　サステナビリティ関連のリスク及び機会については、各部門及び連結子会社から把握した情報並びに事業環

境、法令・制度等の変化を踏まえ、リスク・コンプライアンス推進委員会においてその内容及び重要性を検討

し、必要な対応策について協議しております。対応状況については継続的に確認し、重要な事項については経

営会議又は取締役会に報告又は付議することとしております。

 

（３）戦略

①人材戦略に関する基本方針等

　当社グループは、主力の「リフォーム事業」において、社員一人ひとりが顧客対応から施工管理まで一貫し

て担当する事業モデルを採用しております。首都圏を中心とした事業エリアの拡大並びにＭ＆Ａ等を活用した

事業領域の拡充を通じた持続的な成長を実現するためには、高品質な施工管理能力及び提案力を有する人材の

確保並びに育成が事業成長を支える重要資本であると認識しております。

　このような経営戦略と連動した人材戦略の基本方針として、性別、年齢、国籍、学歴等にとらわれない多様

な人材の採用、専門性向上に向けた継続的な人材育成、並びに能力、成果及び実績を重視した公正な評価・登

用に取り組んでおります。これにより、従業員一人ひとりが能力を最大限発揮できる職場環境を整備し、施工

品質及び顧客満足度の向上を通じた持続的な企業価値の向上を目指しております。

・人材育成方針

　性別、年齢、国籍、学歴等にとらわれない多様性を確保した採用を行うとともに、OJTを基本としなが

ら、社内勉強会や知識共有の機会を通じて専門知識及び実務能力の向上を図っております。また、能力及び

成果を重視した人事評価を行い、若手社員についても意欲と能力に応じてリーダー及び管理職へ積極的に登

用することで、次世代を担う経営人材の育成を推進しております。

・社内環境の整備

　従業員一人ひとりがモチベーションを高め、能力及び個性を十分に発揮できる職場環境の実現を目指し、

公正かつ透明性の高い評価制度の運用、成長及び挑戦を支援する各種制度の充実、職場内コミュニケーショ

ンの活性化に取り組んでおります。また、建設業における安全管理を重要な経営課題と認識し、安全教育及

び労働災害防止活動を継続的に実施することで、安心して働くことができる職場環境の整備を推進しており

ます。

②従業員の給与等の決定方針

　当社は、上記の人材戦略に基づき確保・育成した人材の定着及び能力発揮を促進するため、年功序列によら

ず、役割、職務遂行能力、業務実績及び組織への貢献度等を総合的に勘案し、能力及び成果を重視した公正な

処遇を基本方針としております。

　評価制度においては、業績目標の達成状況に加え、施工品質、安全意識、顧客対応、コンプライアンス等を

総合的に評価し、その結果を昇給、賞与及び昇格等へ適切に反映させております。あわせて、人材の獲得及び

リテンション強化を図るため、労働市場及び社会情勢の動向等を踏まえた給与水準の見直しを行い、市場競争

力のある適正な処遇の維持・向上に努めております。
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（４）指標及び目標

　当社グループは、年齢、性別等区分することなく、意欲と能力のある優秀な従業員が平等に管理職登用への

機会が得られるような人事制度を整備してまいります。従業員が最大限の能力を発揮できる職場環境や制度設

計に努め、意欲と能力のある従業員を育成し、適切な人材を管理職として登用していく方針でありますが、女

性、中途採用者等の区分で管理職の構成割合や人数の目標値等を現在は定めておりません。その具体的な目標

設定については、今後の課題として検討してまいります。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは以下のとおりで

あります。

　なお、当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期、当該リスクが顕在化した場合に当社グループの経営成績等の

状況に与える影響につきましては合理的に予見することが困難なため記載しておりません。当社グループは、これら

のリスク発生の可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社

株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えて

おります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 

（１）市況変動に関するリスク

①　特定業界への依存及び景気動向の影響について

　当社グループの事業は不動産業界に高く依存しているため、不動産業界に当社グループの悪評が広がる

等、何らかの理由により案件件数が大きく減少した場合には、売上高が減少し、当社グループの業績に重要

な影響を及ぼす可能性があります。

　また景気の悪化等に伴う不動産物件の入退去が減少する等により受注件数の減少があった場合には、完成

工事高が減少し、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

②　外注費・資材価格の高騰について

　当社グループは外注先・資材の仕入先を複数確保し、価格の抑制に努めております。しかしながら、外注

先からの値上げ要請及び資材の需要増加及び供給減少等により価格が高騰した場合は、当社グループの業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　不動産価値下落のリスクについて

　当社グループは販売用不動産を所有しており、国内の不動産市況が悪化した場合には、販売が順調に推移

しない、また、販売用不動産の評価減等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

 

（２）事業活動・運営体制に関するリスク

①　競合について

　当社グループのリフォーム事業は、一件当たりの工事代金が僅少の場合は許認可も必要なく、参入障壁が

低いことから、建築業者・内装業者等大小様々な競合他社が多数存在しております。当社グループでは工期

短縮に努め、コスト削減を行うことで顧客のニーズに沿った事業運営を行い、また細かいメンテナンス工事

などを積極的に請け負うことにより、他社との差別化を図っております。しかしながら、当社グループの優

位性を上回るような競合他社が出現した場合には、次第に顧客からの受注は減少し、当社グループの業績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　外注先の確保について

　当社グループでは、受注したリフォーム工事を外注先である各専門施工会社からなる施工ネットワークに

発注しております。外注先については、経営状態や技術力及び反社会的勢力との関係の有無を調査して選定

しており、外注先との面談等により当社の理念の共有及び安全・品質管理の徹底に十分留意しております。

しかしながら、今後、営業地域の拡大や受注件数の増加により、外注先を適時確保できない場合、当社グ

ループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、高齢化、人口減少により外注先の技能

労働者が減少した場合も、当社グループの事業運営、業務等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　人材確保・育成について

　当社グループの事業拡大を行う上で、優秀な人材を適切な時期に確保するとともに、その人材の育成に努

める必要があります。当社グループでは求人情報サイト・会社説明会・ホームページ等により採用活動を

行っておりますが、雇用情勢や経済環境によっては計画通りの人材確保・育成ができず、当社グループの事

業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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④　特定の人物への依存について

　当社の代表取締役社長である前田浩は当社の創業者であり、当社の経営方針や営業戦略の立案・遂行等多

岐にわたり当社の経営において重要な役割を果たしております。当社では同氏に過度に依存しない経営体制

を構築するため、職務権限の委譲、合議制の推進等により業務運営の実施に努めておりますが、現状では同

氏が何らかの理由により当社の経営に携わることが困難になった場合、当社グループの業務の停滞等によ

り、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤　子会社の管理体制について

　当社は、連結子会社について、その運営にあたり適切な管理及び支援を行うとともに、グループ全体の内

部管理体制の整備・強化に努めております。しかしながら、事業領域の拡大やＭ＆Ａ等によりグループ会社

が増加する中で、当社による連結子会社への管理及び支援が適切に行われず、当該連結子会社の業績の悪化

や不祥事等が発生した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥　投資等のリスク

　当社グループは、Ｍ＆Ａ等を活用し、収益基盤の安定化、多様化及び事業領域の拡大に取り組んでおりま

す。Ｍ＆Ａ等の実施にあたっては、対象企業の事業内容、財務状況、将来性及び当社グループとのシナジー

等について事前に検討を行うとともに、取得後においても事業計画の進捗状況等を継続的に把握し、適切な

管理に努めております。

　しかしながら、事業環境の変化その他の要因により、買収した会社の業績が当初想定した事業計画を下回

る場合や、期待したシナジーが十分に実現しない場合には、取得した資産やのれんについて減損損失が発生

するなど、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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（３）法的規制及び訴訟等に関するリスク

①　法的規制について

　当社グループは、建設業及び不動産業に属し、建設業法、建築士法、宅地建物取引業法及び関連する各種

法令により規制を受けております。

　現在のところ当該許認可及び免許等が取り消しとなる事由は発生しておりませんが、将来何らかの理由に

より、当該許認可及び免許が取り消される場合、又は、更新が認められない場合、もしくは、これらの法律

等の改廃又は新たな法的規制が今後制定された場合には、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす

可能性があります。

　また、建設業法では外注先への代金の支払い期日が設けられており、当社グループでは専門施工会社に対

して遅延なく支払いを行っております。しかしながら、何らかの理由により支払いが遅延し同法に抵触した

場合、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、当連結会計年度末現在における当社グループの許認可及び免許は、以下のとおりであります。

（株式会社ニッソウ）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

特定建設業許可 国土交通省
国土交通大臣許可

（特－４）第26483号
2027年11月24日 建設業法 同法第29条

一般建設業許可 国土交通省
国土交通大臣許可

（般－３）第26483号
2026年12月20日 建設業法 同法第29条

宅地建物取引業免許 東京都
東京都知事

（３）第98943号
2031年３月25日

宅地建物

取引業法
同法第66条

一級建築士

事務所登録
東京都

東京都知事登録

第67160号
2031年４月19日 建築士法 同法第26条

 

（日本リゾートバンク株式会社）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

宅地建物取引業免許 神奈川県
神奈川県知事

（１）第32023号
2028年５月８日

宅地建物

取引業法
同法第66条

 

（株式会社ヤナ・コーポレーション）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

一般建設業許可 埼玉県
埼玉県知事許可

（般－８）第60659号
2031年６月18日 建設業法 同法第29条

 

（株式会社ささき）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

一般建設業許可 東京都
東京都知事許可

（般－４）第55431号
2027年10月12日 建設業法 同法第29条

 

（株式会社平成ハウジング）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

一般建設業許可 栃木県
栃木県知事許可

（般－５）第24202号
2028年７月17日 建設業法 同法第29条

二級建築士

事務所登録
栃木県

栃木県知事登録

Ｂト第3449号
2031年10月13日 建築士法 同法第26条

宅地建物取引業免許 栃木県
栃木県知事

（７）第3886号
2028年６月14日

宅地建物

取引業法
同法第66条
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（株式会社第一技研）

許認可等の名称 所管官庁 許認可の内容 有効期限 関係法令 主な取消事由

特定建設業許可 東京都
東京都知事

（特－７）第138912号
2030年10月４日 建設業法 同法第29条

 

②　工事施工における重大な瑕疵や不備について

　当社グループが施工した物件等に不具合が生じ、その施工内容・管理内容に重大な瑕疵や不備が認められ

た場合には、損害賠償請求を受ける可能性があり、工事請負賠償責任保険・ＰＬ保険等の救済を受けられな

い可能性があります。また、施工中に予期せぬ重大事故が生じた場合にも、同じくその損害賠償請求を受け

る可能性があり、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　情報管理について

　当社グループは事業を展開する上で、顧客企業における業務上に必要となる各種情報を取り扱っておりま

す。これらの情報管理については、規程の整備及び社員等への周知徹底に努めております。しかしながら、

不測の事態によって情報が漏えいした場合には、当社の社会的信用が低下し、またその対応のための費用が

発生し、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

④　コンプライアンスについて

　当社グループは、関係法令を遵守し、企業倫理に従って事業を行っておりますが、これらに反する行為が

発生し、社会的信頼を損なった場合には、顧客の離反等により、当社グループの業績や財政状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

 

⑤　訴訟等について

　当社グループでは、行動規範を定め、コンプライアンスの推進により、誠実な事業活動に努めておりま

す。しかしながら、当社グループの役員、従業員の法令違反等の有無にかかわらず、取引先、外注先、仕入

先、その他第三者との不測のトラブル、訴訟等の発生のリスクがあるものと考えております。

　訴訟の内容及び結果によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

（４）その他のリスク

①　システム障害について

　当社グループでは顧客情報・施工管理・見積・請求等をコンピューターシステムで管理しております。随

時バックアップによりデータ保護しておりますが、当該システムの障害、大規模広域災害、外部からのサイ

バー攻撃や不正アクセスもしくはコンピューターウイルスによる影響等により、システム及びデータベース

使用が中断もしくは使用不能になった場合、当社グループの事業運営、業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

②　特定地域に対する依存度等について

　当社グループでは主に東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県及び栃木県を中心に事業展開を行っております

が、これらの地域に地震等の災害が発生し、本社及び営業所の損壊等による営業の一時停止や、道路網の寸

断等による材料確保の手段の喪失、さらに外注先の施工能力の喪失により、事業の運営が困難になった場

合、あるいは同地域に特定した経済的ダメージが発生し経済環境が悪化した場合には、当社グループの業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　当社株式の流通株式時価総額について

　当社は株式会社東京証券取引所に上場しており、本報告書提出日（2026年10月28日）現在において想定す

る流通株式時価総額は、同取引所が定める形式要件に近接しております。今後においても同取引所が定める

形式要件を充足し続けるために、当社の経営方針・経営戦略に従い、企業価値を継続的に向上させること及

び資本政策を検討する事等により、流通株式時価総額の拡大に努める方針でありますが、当社株価の変動及

び何らかの事情により、流通株式時価総額が同取引所の定める形式要件を未充足となる可能性があります。

なお、株式会社東京証券取引所での上場が廃止となった場合でも、株式会社名古屋証券取引所での当社株式

の取引は引き続き可能であります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、連結子会社である株式会社第一技研のみなし取得日を当連結会計年度末（2026年７月31日）としているため、

当連結会計年度において株式会社第一技研の業績は含まれておりません。

 

（１）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況

（経営成績の状況）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回復を背景として、個人

消費や企業の設備投資に持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、資

源・エネルギー価格の高止まりや円安基調を背景とした物価上昇が継続し、家計や企業活動への影響から内需の

回復には力強さを欠く状況となりました。また、日本銀行による金融政策の正常化に伴う金利上昇により、住宅

取得需要や企業の投資判断への影響も懸念され、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループが属する住宅リフォーム及び不動産業界におきましては、建設技能者の高齢化や若年入職者の減

少による人材不足に加え、建築資材価格や燃料費、物流コストの高止まりを背景とした施工コストの上昇が継続

し、施工体制の確保が重要な経営課題となりました。こうしたコスト上昇や人材不足への対応を背景として、業

界内では事業者の淘汰・再編が進展し、競争環境は一段と厳しさを増しました。一方で、住宅ストックの長寿命

化や既存住宅の有効活用を背景とした維持修繕需要や賃貸住宅の原状回復需要は底堅く推移するとともに、各種

補助制度を活用した省エネ・断熱改修等の性能向上リフォームやリノベーション需要も堅調に推移いたしまし

た。

　このような状況のもと、当社グループは、持続的な成長と企業価値の向上を目指し、既存事業の競争力強化に

加え、Ｍ＆Ａや新規事業への取り組みを通じた事業領域の拡充を推進いたしました。当連結会計年度におきまし

ては、株式会社第一技研を子会社化し施工能力及び技術力の強化、グループ間シナジーの創出等を図るととも

に、新規顧客の獲得のための営業力の強化や教育体制などを中心とした組織体制の強化、新規従業員獲得のため

の多方面からのアプローチ等の既存戦略の遂行に取り組みました。また、適正な価格転嫁や見積精度の向上、協

力会社ネットワークの拡充を図ることで、収益基盤の強化を推進いたしました。一方で、子会社２社において実

績が当初計画を大幅に下回ることになったため、のれん及び事業用固定資産について、減損損失39,577千円を特

別損失に計上いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,376,559千円（前年同期比1.8％増）、営業損失は42,135千円（前年

同期は営業利益72,700千円）、経常損失は51,822千円（前年同期は経常利益69,571千円）、親会社株主に帰属す

る当期純損失は139,198千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益202,686千円）となりました。

 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（リフォーム事業）

　リフォーム事業におきましては、原状回復工事を中心とした安定的な受注基盤の維持・強化を図るととも

に、新規顧客の開拓、営業力や教育体制の強化等を行い、外壁改修工事や大規模修繕工事の受注拡大に取り組

み、工事受注件数は減少したものの、工事単価を上げることができました。一方で材料費・外注費といった原

価率の増加、人員増加による人件費の増加等により、費用も増加いたしました。

　この結果、当連結会計年度におけるリフォーム事業の売上高は5,010,630千円（前年同期比4.7％増）、セグ

メント利益5,774千円（同93.0％減）となりました。

 

（不動産流通事業）

　不動産流通事業におきましては、市場環境や物件特性を踏まえた適切な仕入れを推進するとともに、リスク

管理を徹底し、収益性を重視した事業運営に努めました。また、中古住宅の取得からリフォーム、販売までを

一体的に提供できる体制の充実に努めました。しかしながら、事業の主軸である買取再販におきまして、不動

産価格の高止まりや仕入れ競争の激化に伴い、事業採算性を確保できる適正物件および社内基準を満たす対象

物件の仕入れが難しく、販売件数及び販売単価について計画を下回ることとなり、当事業の業績は前年同期を

大きく下回る厳しいものとなりました。

　この結果、当連結会計年度における不動産流通事業の売上高は122,571千円（前年同期比37.9％減）、セグ

メント損失3,066千円（前年同期はセグメント利益10,508千円）となりました。

 

（不動産建設事業）
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　不動産建設事業におきましては、戸建住宅分野における新ブランドの展開により営業活動を推進し、市場

ニーズを踏まえた住宅商品の提供に取り組むとともに、次期以降の事業拡大を見据えた積極的な情報発信や宣

伝広告活動に努めました。しかしながら、当該新ブランドの展開が当連結会計年度の後半期となったことから

一定の反響は得られたものの注文住宅及び建売住宅の受注・販売は当初想定を下回り、当事業の業績は前年同

期を大きく下回る厳しいものとなりました。

　この結果、当連結会計年度における不動産建設事業の売上高は243,357千円（前年同期比17.4％減）、セグ

メント損失39,603千円（前年同期はセグメント損失23,316千円）となりました。

 

（財政状態の状況）

　（資産）

　当連結会計年度末における流動資産は2,705,314千円となり、前連結会計年度末に比べ、215,199千円減少し

ております。これは主に、契約資産が96,944千円、完成工事未収入金が46,829千円増加したものの、現金及び

預金が446,661千円、仕掛販売用不動産が57,379千円減少したこと等によるものであります。固定資産は

665,867千円となり、前連結会計年度末に比べ、129,060千円増加しております。これは主に、繰延税金資産が

13,418千円、建物及び構築物が11,767千円減少したものの、投資有価証券が74,907千円、のれんが51,314千

円、土地が23,644千円増加したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は3,371,181千円となり、前連結会計年度末に比べ、86,138千円減少いたしました。

　（負債）

　当連結会計年度末における流動負債は1,100,652千円となり、前連結会計年度末に比べ、334,583千円減少し

ております。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が52,758千円、工事未払金が21,372千円、役員退職慰

労引当金が44,500千円増加したものの、短期借入金が302,000千円、未払法人税等が127,600千円、未成工事受

入金が25,928千円減少したこと等によるものであります。

　また、固定負債は695,778千円となり、前連結会計年度末に比べ、377,424千円増加しております。これは主

に長期借入金が349,486千円増加したこと等によるものであります。

　この結果、負債合計は、1,796,430千円となり、前連結会計年度末に比べ、42,841千円増加いたしました。

　（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は1,574,750千円となり、前連結会計年度末に比べ、128,980千円減少

いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純損失の計上に伴い利益剰余金が139,198千円減少し

たことによるものであります。

 

　この結果、自己資本比率は46.7％（前連結会計年度末49.3％）となりました。

 

②　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末と比べ

442,214千円減少し、1,436,636千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下の通りで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は296,826千円（前連結会計年度は59,576千円の使用）となりました。これは主

に、棚卸資産の減少51,642千円、減損損失39,577千円、減価償却費24,868千円等の増加要因があったものの、法

人税等の支払額183,919千円、売上債権の増加97,467千円、税金等調整前当期純損失88,543千円等の減少要因が

あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は244,017千円（前連結会計年度は570,099千円の獲得）になりました。これは主

に、定期預金等の払戻による収入52,713千円、投資有価証券の売却による収入28,455千円等の増加要因があった

ものの、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出132,596千円、投資有価証券の取得による支出

88,121千円、定期預金等の預入による支出57,234千円、有形固定資産の取得による支出45,515千円等の減少要因

があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は98,628千円（前連結会計年度は32,681千円の獲得）となりました。これは主

に、短期借入金の減少302,000千円、長期借入金の返済による支出163,755千円等の減少要因があったものの、長

期借入れによる収入566,000千円等の増加要因があったことによるものであります。
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③　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当社グループでは生産形態をとらないため、該当事項はありません。

 

ｂ．受注実績

　当社グループでは受注から引渡しまでの期間が短いため、記載を省略しております。

 

ｃ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

前年同期比（％）

リフォーム事業（千円） 5,010,630 104.7

不動産流通事業（千円） 122,571 62.1

不動産建設事業（千円） 243,357 82.6

合計（千円） 5,376,559 101.8

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。

相手先

前連結会計年度

（自　2024年８月１日

　　至　2025年７月31日）

当連結会計年度

（自　2025年８月１日

　　至　2026年７月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社リプライス 556,612 10.5 705,638 13.1

３．販売実績の総販売実績に対する割合が10％未満の相手先については記載を省略しております。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

 

①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・

費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過

去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積

りと異なる場合があります。

　当社グループが連結財務諸表の作成に際して採用している重要な会計上の見積り及び見積りに用いた仮定につ

きましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見

積り）」に記載しております。

 

②　経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループは、前記「第２　事業の状況　３　事業等のリスク」に記載のとおり、事業環境、サービスの性

質、コンプライアンス等、様々なリスク要因が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があると認

識しております。

　そのため、当社グループは常に市場動向に留意しつつ、内部管理体制を強化し、優秀な人材を確保し、市場の

ニーズに合った事業を展開していくことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因を分散・軽減し、適

切に対応を行ってまいります。
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③　キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析については「第２　事業の状況　４　経営

者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（１）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載しております。

　当社グループの事業活動における資金需要の主なものは、完成工事原価である材料費及び外注費、人件費及び

広告宣伝費等の販売費及び一般管理費であります。これらの資金需要に対して安定的な資金供給を行うための財

源については、短期の運転資金につき基本的に内部留保資金により確保し、充当することとしております。現時

点では十分な現金及び預金を保有しております。

　当社グループは取引金融機関３行とコミットメントライン契約（借入実行残高300,000千円、借入未実行残高

600,000千円）を、また、取引金融機関２行と当座貸越契約（借入実行残高43,000千円、借入未実行残高97,000

千円）を締結しており、資金の流動性は十分確保されております。

 

④　経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループは、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、当

社が今後更に成長と発展を遂げるためには、様々な課題に対処していくことが必要であると認識しております。

それらの課題に対応するため、経営者は常に市場におけるニーズや内部環境及び外部環境の変化に関する情報の

入手及び分析を積極的に実施し、現在及び将来における内部環境及び外部環境を認識したうえで、当社グループ

の経営資源を最適に分配し、最適な解決策を実施していく方針であります。
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５【重要な契約等】

（コミットメントライン契約）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と総額900,000千円のコミットメントライン契

約を締結しております。

　詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項　（連結貸借対照表関係）」

及び「第５　経理の状況　２．財務諸表等　注記事項（貸借対照表関係）」に記載しております。

 

（取得による企業結合）

　当社は、2026年４月16日開催の取締役会において、株式会社第一技研の全株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結するとともに、2026年５月７日付で株式の取得が完了いたしました。

　詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（1）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関

係）」に記載のとおりであります。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、52,290千円であります。当連結会計年度の投資設備の内訳は次の

とおりであります。

セグメントの名称 当連結会計年度  前年同期比

リフォーム事業 38,549千円  648.6％

不動産流通事業 －  －

不動産建設事業 13,741  60.1

　合計 52,290  178.7

（注）リフォーム事業における設備投資の主なものは車両運搬具17,087千円、土地13,260千円、不動産建設事業に

おける設備投資の主なものは土地10,383千円であります。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

 

（１）提出会社

2026年７月31日現在
 

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）建物及び

構築物

土地

（面積㎡）

ソフト

ウエア
その他 合計

本社

（東京都世田谷区）
リフォーム事業 事務所設備 5,641

17,336

(18.59)
5,504 20,390 48,872 63

朝霞営業所

（埼玉県朝霞市）
リフォーム事業 事務所設備 1,915

19,802

(75.26)
－ － 21,717 1

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具・器具及び備品、電話加入権の合計額であります。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．上記の他、主要な賃借している設備として以下のものがあります。

2026年７月31日現在

事業所名

（所在地）
設備の内容

従業員数

（人）

床面積

（㎡）

年間賃借料

（千円）

本社

（東京都世田谷区）
事務所設備（賃貸） 63 343.23 14,181

 

（２）国内子会社

2026年７月31日現在
 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（千円） 従業

員数

（人）
建物及び

構築物

土地

(面積㎡)

ソフト

ウエア
その他 合計

株式会社ヤナ・コー

ポレーション

本社等

（埼玉県所沢市

ほか）

リフォーム事業
事務所設備

ほか
7,339

39,048

(2,394.43)
－ 407 46,794 12

株式会社平成ハウジ

ング

本社等

（栃木県那須塩原市

ほか）

不動産建設事業
事務所設備

ほか
61,128

36,250

(1,687.42)
240 765 98,384 9

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置、車両運搬具、工具・器具及び備品の合計額であります。

２．現在休止中の主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業績動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

（１）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

（２）重要な除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,200,000

計 3,200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（2026年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年10月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,088,700 1,088,700

東京証券取引所

（グロース市場）

名古屋証券取引所

（ネクスト市場）

単元株式数　100株

計 1,088,700 1,088,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年７月22日（注）１ 120,000 1,049,000 100,320 316,600 100,320 216,600

2022年８月16日（注）２ 39,700 1,088,700 33,189 349,789 33,189 249,789

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　　 1,805円

引受価額　　　　　　 1,672円

資本組入額　　　　　 　836円

払込金総額　　　 200,640千円

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　　　 1,672円

資本組入額　　　　　 　836円

割当先　　　岡三証券株式会社

 

（５）【所有者別状況】

       2026年７月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ － 10 14 5 3 604 636 －

所有株式数

（単元）
－ － 43 190 29 3 10,617 10,882 500

所有株式数

の割合

（％）

－ － 0.40 1.75 0.27 0.02 97.56 100.00 －

（注）１．自己株式823株は、「個人その他」に8単元、「単元未満株式の状況」に23株含まれております。なお、自己株

式823株は株主名簿記載上の株式数であり、2026年７月31日現在の実質的な所有株式数と同一であります。

２．所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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（６）【大株主の状況】

  2026年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

前田　浩 東京都世田谷区 556,600 51.16

前田　供子 東京都世田谷区 58,000 5.33

顧　曄 大阪府大阪市住之江区 7,700 0.71

遠藤　裕三 神奈川県横須賀市 6,500 0.60

チェスナットヒルズ合同会社 神奈川県川崎市麻生区万福寺５丁目６－１ 5,200 0.48

松本　大樹 大阪府河内長野市 4,300 0.40

張　亜南 岡山県岡山市北区 4,000 0.37

野澤　清晴 静岡県浜松市中央区 3,800 0.35

花井　栄治 静岡県磐田市 3,600 0.33

細谷　光弘 埼玉県入間郡三芳町 3,300 0.30

杉浦　美智 東京都渋谷区 3,300 0.30

計 － 656,300 60.33

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,087,400 10,874 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数  1,088,700 － －

総株主の議決権  － 10,874 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が23株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社ニッソウ
東京都世田谷区経堂一丁目

８番17号
800 － 800 0.07

計 － 800 － 800 0.07

（注）当社は上記の他、単元未満自己株式23株を保有しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　　普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他（譲渡制限付株式報酬としての処分） 800 2,260,000 － －

保有自己株式数 823 － 823 －

（注）　１．当期間における保有自己株式数には、2026年10月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び譲渡制限付株式の無償取得による株式は含まれておりません。

　２．当事業年度におけるその他（譲渡制限付株式報酬としての処分）は、2025年11月21日に取締役２名を対象に

実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分であります。

 

３【配当政策】

　当社では、事業展開のための内部留保の充実と成長に応じた利益還元を重要な経営課題であると認識しておりま

す。

　現在、当社は成長過程にあり、一層の事業拡大を目指しております。獲得した資金については優先的に人材の採用

育成等の事業投資に充て、当社の競争力強化による将来の収益向上や効率的な体制整備に有効に活用するため、会社

設立以来配当は実施しておりません。

　今後は収益力の強化や安定的な事業基盤の確立に努め、内部留保の充実状況、業績、当社を取り巻く環境、今後の

事業展開を勘案し、その都度適正な経営判断を行い、配当を決定していく方針であり、内部留保資金の使途について

は、今後の事業展開のため有効活用していきたいと考えております。

　なお、当社は剰余金を配当する場合には、株主総会の決議をもって、期末配当を年１回行うことを基本的な方針と

しております。

　また、当社は取締役会の決議によって、毎年１月31日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定

めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業が安定的に成長・発展するためには、経営の効率性、健全性、透明性を高めていくことが必要

不可欠と考えております。そのため、コーポレート・ガバナンスを拡充・徹底することが最優先課題の一つで

あると認識しております。今後も社会環境の変化や法令等の施行に応じて、コーポレート・ガバナンスの実効

性を高めるために必要な見直しを行い、最適な経営管理体制の構築に努めると共に、ステークホルダーの皆様

に対し公正な経営情報の開示の適正性を確保してまいります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

a.企業統治の体制の概要

　監査等委員会は、会社法第２条第15号に定める社外取締役４名で構成されており、重要な会議に出席し必要

に応じて適宜意見を述べる等、業務の監査を行っております。

　取締役会は、定時の取締役会を毎月１回開催するとともに必要に応じて臨時で適宜開催することで、決議事

項及び報告事項に対して迅速で的確な意見交換を活発に行い取締役相互の監督機能の実効性を確保し、重要な

意思決定を行っております。

　提出日（2026年10月28日）現在の当社の取締役会は、後記「（２）役員の状況　①　a．」に記載の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）７名及び監査等委員である取締役４名により構成されております。

（注）当社は、2026年10月29日開催予定の第38回定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役（監査等委

員である取締役を除く。）７名選任の件」および「監査等委員である取締役４名選任の件」を提案しており、

当該議案が承認可決されると、当社取締役会は後記「（２）役員の状況　①　b．」に記載の取締役（監査等

委員である取締役を除く。）７名及び監査等委員である取締役４名により構成されることになります。

　取締役会、監査等委員会とは別に、社内組織として、経営会議等を設置し、取締役会での意思決定及び業務

執行取締役の意思決定に基づく業務の進捗状況等について報告・検討を行い、重要事項の審議を行っておりま

す。

　なお各機関の概要は以下のとおりであります。

イ．取締役会

　取締役会は、毎月１回、経営の意思決定、業務執行状況の監督、その他法令で定められた事項及び重要

事項の決定を行っております。その他必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

ロ．経営会議

　当社の経営会議は当社の役員及び代表取締役社長が指名する者をもって、毎月１回以上開催し、当社の

中長期的な戦略を検討し、その方向性を定めるとともに業務執行の具体的な方針及び計画の策定その他経

営に関する事項について審議決定しております。また、経営会議の審議のうち、取締役会の決議事項につ

いては、あらためて取締役会で決議しております。

ハ．リスク・コンプライアンス推進委員会

　当社はリスク及びコンプライアンスを専管する組織として、「リスク・コンプライアンス推進委員会」

を設置しております。同委員会は役職員の職務執行が法令及び定款並びに社会規範に適合することを確保

するための体制を構築し、維持・向上を図ること、また、当社に内在するリスク全体を包括的に管理する

ことを目的としております。同委員会は３ヶ月に１回、開催されております。

ニ．監査等委員会

　当社の監査等委員会は毎月１回の定時監査等委員会のほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、

取締役の法令・定款の遵守状況等を把握し、監査等委員間の意見交換を実施しております。

　監査等委員は重要な会議に出席し、会社業務の監査を実施するとともに取締役の業務執行を適正性及び

適法性の観点から監視しております。また、会計監査人及び内部監査室と連携して適正な監査の実施に努

めております。
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　有価証券報告書提出日現在の機関ごとの構成員は次のとおりであります。（◎は機関の議長、委員長、

〇は構成員を表す。）

役職名 氏名 取締役会 経営会議
リスク・コンプライ
アンス推進委員会

監査等委員会

代表取締役社長 前田　浩 ◎ ◎ ◎ －

取締役副社長 高松　重之 〇 〇 〇 －

専務取締役 木村　孝史 〇 〇 〇 －

取締役 北村　知之 〇 〇 〇 －

取締役 能美　文弥 〇 〇 〇 －

取締役 前田　信 〇 〇 〇 －

社外取締役 市川　圭介 〇 － － －

社外取締役
監査等委員

船津丸　隆 ○ － － ◎

社外取締役
監査等委員

水島　孝生 〇 － － 〇

社外取締役
監査等委員

木村　康之 〇 － － 〇

社外取締役
監査等委員

小林　仁子 〇 － － 〇

その他構成員 － － 7名 8名 －

 

　2026年10月29日開催予定の第38回定時株主総会後の機関ごとの構成員は次のとおりとなる予定でありま

す。（◎は機関の議長、委員長、〇は構成員を表す。）

役職名 氏名 取締役会 経営会議
リスク・コンプライ
アンス推進委員会

監査等委員会

代表取締役社長 前田　浩 ◎ ◎ ◎ －

取締役副社長 高松　重之 〇 〇 〇 －

専務取締役 木村　孝史 〇 〇 〇 －

取締役 北村　知之 〇 〇 〇 －

取締役 能美　文弥 〇 〇 〇 －

取締役 前田　信 〇 〇 〇 －

社外取締役 市川　圭介 〇 － － －

社外取締役
監査等委員

船津丸　隆 ○ － － ◎

社外取締役
監査等委員

水島　孝生 〇 － － 〇

社外取締役
監査等委員

木村　康之 〇 － － 〇

社外取締役
監査等委員

栗橋　舞衣 〇 － － 〇

その他構成員 － － 7名 8名 －
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b.企業統治の体制の概略図

　当社の企業統治の体制図は、以下のとおりであります。

c.当該体制を採用する理由

　当社は、透明性・健全性の確保、環境変化に迅速に対応するため、現在の体制を採用しております。業務

執行に対しては、取締役会による監督と監査等委員会による監査を行っております。また、社外取締役（５

名）は、客観的、中立的な立場からの助言・提言を行い、監視・監督機能の強化を図っております。以上の

ことから、ガバナンス機能が十分に発揮されると判断しております。
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③　企業統治に関するその他の事項

a.内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムの整備に関する基本方針を次のとおりとしております。当社は、この基本方針に

基づく内部統制システムの整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、この基本方針に

ついても、経営環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備・

運用に努めております。

イ．取締役及び使用人ならびにグループ会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

(a)法令・定款及び社会規範を遵守するための「行動規範」を制定し、全社に周知・徹底する。

(b)監査等委員会による取締役会の監査を通じ、取締役の職務執行が法令、定款、社内規程及び社会規範に

適合する事を確保する。

(c)コンプライアンス規程を制定するとともに、リスク・コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプラ

イアンス体制の構築・維持にあたる。

(d)コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図る。

(e)代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査室は「内部監査規程」に基づき業務全般に関し、

法令・定款及び社内規程の遵守状況や業務遂行の手続き及び内容の妥当性等について定期的に内部監査

を実施し、代表取締役社長及び監査等委員会、必要に応じて取締役会においてその結果を報告するもの

とする。また、判明した指摘・提案事項の改善状況については適時フォローアップ監査を実施するもの

とする。

(f)内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対応する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a)取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等に基づき、適切に保存及び管理を

行う。

(b)取締役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。

ハ．当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a)リスク管理規程を制定し、会社の事業活動において想定される各種リスクに対応する組織、責任者を定

め、適切に評価・管理体制を構築する。

(b)リスク・コンプライアンス推進委員会を設置し、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制

の強化を図る。

(c)危機発生時には、対策本部を設置し、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して適切かつ迅

速に対処するものとする。

ニ．当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及び権限、責任の明確化を図る。

(b)取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて随時開催する。

(c)取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、業務執行取締役及び部長等が出席する経営会

議を原則毎月１回以上開催し、業務執行に関する基本的事項や経営課題について討議し、代表取締役社

長及び取締役会の意思決定に資するものとする。

ホ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社及び子会社については、当社の経営方針・経営戦略の周知徹底、適切な管理調整・支援を行うと

ともに、子会社の取締役及び使用人等が法令及び定款を遵守して職務を執行することができる体制を整

備している。また、子会社の取締役及び使用人等が職務を効率的に執行し、職務の執行に係る事項を遅

滞なく当社へ報告することができる体制を整備している。

ヘ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに他の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）からの独立性に関する事項

(a)監査等委員会の求めに応じて、取締役会は監査等委員会と協議のうえ、監査等委員会スタッフを任命

し、当該監査業務の補助に当たらせる。

(b)監査等委員会より監査等委員会の補助の要請を受けた使用人は、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）及び上長等の指揮・命令は受けないものとする。

(c)当該使用人の人事異動及び考課については、監査等委員会の同意を得るものとする。
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ト．当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するた

めの体制及び報告した者が不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制

(a)監査等委員会が選定する監査等委員（以下「選定監査等委員」という。）は、重要な会議に出席し、取

締役及び使用人から職務執行状況の報告を求めることができる。

(b)取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したと

きには、速やかに監査等委員会に報告する。

(c)取締役及び使用人は、選定監査等委員からの業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速や

かに報告する。

(d)取締役及び使用人からの監査等委員会への通報については、通報内容を秘密として保持するとともに、

当該通報者に対する不利益な取扱いを禁止する。

チ．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用等の

処理に係る方針に関する事項

(a)監査等委員会が、その職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士・公認会計士・税理士等の

専門家に意見を求めることができ、その費用を会社に求めることができる。会社は、監査等委員会の職

務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことができない。

(b)監査等委員がその職務の執行について、会社法に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求に

係る費用または債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに

当該費用又は債務を処理する。

リ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a)監査等委員には、法令に従い、社外取締役を含み、公正かつ透明性を確保する。

(b)監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図る。

(c)監査等委員会は、外部監査人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図る。

ヌ．反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

(a)当社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要求には断固と

してこれを拒絶する。

(b)当社は、反社会的勢力排除に向けた関連規程を整備し、警察・弁護士等の外部専門機関と連携し組織的

に対応する。

ル．財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社の財務報告に係る透明性・信頼性の確保及び内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、財務

報告に係る内部統制の整備、運用、評価及び継続的な見直しを行うこととする。

b.リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っており、代表取締役

社長を委員長としたリスク・コンプライアンス推進委員会を設置し、原則四半期ごとに開催する他、必要に

応じて臨時に開催しております。リスク・コンプライアンス推進委員会ではリスク及びコンプライアンスに

係る事項の検討、審議を行い、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図っておりま

す。また、当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上

の参考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。

c.支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　支配株主との取引が発生する場合には、当該取引条件を一般の取引条件と同等の条件に照らし合わせて決

定し、かつ、公正で適切な取引関係の維持に努めることにより、少数株主の利益を害することのないように

対応いたします。関連当事者取引については、取引の際に取締役会の承認を必要といたします。このような

運用を行うことで、関連当事者取引を取締役会において適時把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除す

る体制を構築しております。

d.取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内、監査等委員である取締役は５名以内とす

る旨を定款で定めております。

e.取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総

会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 32/106



f.株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につ

いて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

g.剰余金の配当及び自己株式の取得等の決定機関

　当社は、剰余金の配当については、株主への機動的な利益還元を可能にするため、また、自己株式の取得

については、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、剰余金の配当及び自己

株式の取得等会社法第459条第１項各号の規定により、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決

議によって行うことができる旨定款に定めております。

h.取締役等の責任免除

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第426条第

１項の規定により、任務を怠った取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度におい

て、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。なお、第34回定時株主総会終結前の監

査役（監査役であった者を含む）についても定款で同様に定めております。

i.責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額

は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。な

お、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役であるものを除く。）が責任の原因と

なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

j.役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、当社及び当社の子会社の取締役及び当社の子会社の監査役を被保険者として、会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。保険料は特約部分も含め

会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

　当該保険契約では、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及

に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について補填することとされております。但し、法

令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免責事由

があります。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については補填の対象と

しないこととされております。
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k.取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は取締役会を18回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとおりでありま

す。

区分 氏名

2026年７月期

取締役会出席状況

（全18回）

代表取締役社長 前田　浩 18回/18回

取締役副社長 高松　重之 18回/18回

専務取締役 木村　孝史 18回/18回

取締役 湯浅　一彦 11回/11回

取締役 北村　知之 18回/18回

取締役 能美　文弥 18回/18回

取締役 前田　信 12回/12回

社外取締役 市川　圭介 18回/18回

社外取締役　監査等委員 船津丸　隆 18回/18回

社外取締役　監査等委員 水島　孝生 18回/18回

社外取締役　監査等委員 木村　康之 18回/18回

社外取締役　監査等委員 小林　仁子 18回/18回

（注）１．前田信氏は、2025年10月29日開催の第37回定時株主総会において新たに取締役として選任された

ため、就任後に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

（注）２．湯浅一彦氏は、2026年１月31日をもって辞任により退任されましたので、在任中に開催された取

締役会の出席状況を記載しております。

 

　取締役会における具体的な検討内容は、取締役会規程に従い、経営方針、経営・事業戦略、重要な業務執

行に関する事項、法令及び定款並びに株主総会の決議により定められた事項を決議し、必要に応じて内部監

査結果報告の審議、また、法令に定められた事項及び重要な業務の執行状況、グループ会社の経営体制等に

つき報告を受けます。

　当事業年度における取締役会の主な検討事項としては以下のとおりであります。

・決議事項（67件）：株主総会に関する事項、予算や事業計画に関する事項、人事・組織に関する事項、資

金に関する事項、子会社に関する事項、取締役に関する事項、開示に関する事項、

Ｍ＆Ａに関する事項、規程に関する事項、株主優待に関する事項、新規事業に関する

事項等

・報告事項（33件）：事業報告、Ｍ＆Ａに関する事項、事業戦略に関する事項、コーポレート・ガバナンス

に関する事項、子会社に関する事項、監査等委員監査に関する事項等

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 34/106



（２）【役員の状況】

①　役員一覧

　a．2026年10月28日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性9名　女性2名　（役員のうち女性の比率18.2％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役社長 前田　浩 1961年12月12日生

1980年２月　カナエプロダクション株式会社所属

1987年１月　クリエイティブリフォームオフィスマエダ創業

1988年９月　当社設立、代表取締役社長（現任）

2025年９月　株式会社ささき代表取締役会長（現任）

(注)２ 556,600

取締役副社長 高松　重之 1954年11月18日生

1978年４月　岡三証券株式会社（現株式会社岡三証券グループ）

入社

1992年８月　岡三国際（亜洲）有限公司取締役社長

2004年４月　岡三証券株式会社取締役

2007年６月　岡三証券株式会社常務取締役

2011年４月　岡三証券株式会社専務取締役

2018年６月　岡三証券株式会社代表取締役兼専務執行役員

2020年８月　当社入社

2020年10月　当社取締役副社長（現任）

2023年３月　日本リゾートバンク株式会社取締役会長（現任）

(注)２ 200

専務取締役

リフォーム本部長
木村　孝史 1966年11月14日生

1987年10月　株式会社国本入社

1996年２月　ブロスプランニング有限会社入社

2004年10月　当社入社

2017年７月　当社取締役営業本部長

2019年10月　当社常務取締役営業本部長

2023年５月　株式会社ヤナ・コーポレーション代表取締役社長

（現任）

2024年６月　株式会社ささき代表取締役会長

2025年８月　当社常務取締役リフォーム部長

2025年10月　当社専務取締役リフォーム部長

2026年８月　当社専務取締役リフォーム本部長（現任）

(注)２ 1,000

取締役管理部長 北村　知之 1974年６月17日生

1999年10月　合資会社ディスクロージャー入社

2003年４月　株式会社東海入社

2012年12月　当社入社

2018年２月　当社管理部次長

2020年５月　当社管理部長

2020年10月　当社取締役管理部長（現任）

2023年３月　日本リゾートバンク株式会社監査役（現任）

2023年５月　株式会社ヤナ・コーポレーション監査役（現任）

(注)２ 600

取締役経理部長 能美　文弥 1966年８月３日生

1990年４月　有限会社ヴォートル（現株式会社ヴォートル）入社

2013年４月　当社入社

2023年10月　当社取締役経理部長（現任）

(注)２ 600

取締役

経営企画部長
前田　信 1990年２月16日生

2012年４月　当社入社

2024年６月　株式会社ささき常務取締役（現任）

2024年８月　株式会社平成ハウジング専務取締役（現任）

2025年９月　当社経営企画部長

2025年10月　当社取締役経営企画部長（現任）

(注)２ 600
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役 市川　圭介 1981年10月12日生

2006年12月　あらた監査法人（現ＰｗＣ Japan有限責任監査法

人）入所

2011年９月　公認会計士登録

2012年10月　フロンティア・マネジメント株式会社入社

2014年７月　市川圭介公認会計士事務所開設（現任）

2015年３月　WILLER ALLIANCE株式会社（現WILLER株式会社）執

行役員

2015年４月　株式会社Smarprise監査役

2016年４月　株式会社インターメディカル代表取締役（現任）

2018年６月　株式会社Smarprise取締役

2021年10月　当社監査役

2022年10月　当社取締役（監査等委員）

2024年10月　当社取締役（現任）

(注)２ －

取締役

（常勤監査等委員）
船津丸　隆 1964年５月17日生

1988年４月　日興證券株式会社（現SMBC日興証券株式会社）入

社

1999年７月　株式会社アルメディオ入社

2002年11月　アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパ

ニー日本支社（現メットライフ生命保険株式会

社）入社

2004年11月　株式会社バーテックスリンク（現　株式会社スト

ライダーズ）入社

2005年11月　株式会社メディカルサロン入社

2006年７月　岡三証券株式会社入社

2024年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
水島　孝生 1948年３月９日生

1983年８月　日本勧業角丸証券株式会社（現みずほ証券株式会

社）入社

2001年７月　エース証券株式会社（現東海東京証券株式会社）

入社

2006年１月　そしあす証券株式会社（現むさし証券株式会社）

入社

2008年１月　丸三証券株式会社入社

2010年３月　株式会社桧家住宅（現株式会社ヒノキヤグルー

プ）入社

2011年３月　同社取締役

2012年８月　株式会社日本アクア代表取締役副社長

2022年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
木村　康之 1983年２月４日生

2009年12月　弁護士登録

2010年１月　新銀座法律事務所入所

2013年１月　東京きぼう法律事務所入所

2016年２月　経堂綜合法律事務所開設（現任）

2018年12月　当社監査役

2022年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
小林　仁子 1980年６月３日生

2005年６月　水垣公認会計士事務所入所

2007年１月　あらた監査法人（現ＰｗＣ Japan有限責任監査法

人）入所

2010年７月　公認会計士登録

2011年７月　小林孝雄税理士事務所入所（現任）

2011年７月　小林仁子公認会計士事務所開設（現任）

2011年９月　税理士登録

2021年10月　当社監査役

2022年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

2022年12月　オプティメッドホールディングス株式会社監査役

2022年12月　株式会社サン・システム監査役（現任）

2022年12月　オプティメッドあいず株式会社監査役

2024年９月　ユーソナー株式会社取締役（監査等委員）（現

任）

2025年５月　株式会社STホールディングス監査役（現任）

2026年１月　昭光通商株式会社取締役（現任）

(注)３ －

計 559,600
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（注）１．取締役の市川圭介、船津丸隆、水島孝生、木村康之及び小林仁子は、社外取締役であります。

２．2025年10月29日開催の第37回定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．2024年10月25日開催の第36回定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終の
ものに関する定時株主総会終結の時までであります。

 

　b．2026年10月29日開催予定の第38回定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取

締役を除く。）７名選任の件」及び「監査等委員である取締役４名選任の件」を提案しており、当該議案が

承認可決されると、当社の役員の状況は、以下のとおりとなる予定であります。なお、役員の役職等につい

ては、当該定時株主総会の直後に開催が予定されている取締役会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載

しております。

男性9名　女性2名　（役員のうち女性の比率18.2％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役社長 前田　浩 1961年12月12日生

1980年２月　カナエプロダクション株式会社所属

1987年１月　クリエイティブリフォームオフィスマエダ創業

1988年９月　当社設立、代表取締役社長（現任）

2025年９月　株式会社ささき代表取締役会長（現任）

(注)２ 556,600

取締役副社長 高松　重之 1954年11月18日生

1978年４月　岡三証券株式会社（現株式会社岡三証券グループ）

入社

1992年８月　岡三国際（亜洲）有限公司取締役社長

2004年４月　岡三証券株式会社取締役

2007年６月　岡三証券株式会社常務取締役

2011年４月　岡三証券株式会社専務取締役

2018年６月　岡三証券株式会社代表取締役兼専務執行役員

2020年８月　当社入社

2020年10月　当社取締役副社長（現任）

2023年３月　日本リゾートバンク株式会社取締役会長（現任）

(注)２ 200

専務取締役

リフォーム本部長
木村　孝史 1966年11月14日生

1987年10月　株式会社国本入社

1996年２月　ブロスプランニング有限会社入社

2004年10月　当社入社

2017年７月　当社取締役営業本部長

2019年10月　当社常務取締役営業本部長

2023年５月　株式会社ヤナ・コーポレーション代表取締役社長

（現任）

2024年６月　株式会社ささき代表取締役会長

2025年８月　当社常務取締役リフォーム部長

2025年10月　当社専務取締役リフォーム部長

2026年８月　当社専務取締役リフォーム本部長（現任）

(注)２ 1,000

取締役管理部長 北村　知之 1974年６月17日生

1999年10月　合資会社ディスクロージャー入社

2003年４月　株式会社東海入社

2012年12月　当社入社

2018年２月　当社管理部次長

2020年５月　当社管理部長

2020年10月　当社取締役管理部長（現任）

2023年３月　日本リゾートバンク株式会社監査役（現任）

2023年５月　株式会社ヤナ・コーポレーション監査役（現任）

(注)２ 600

取締役経理部長 能美　文弥 1966年８月３日生

1990年４月　有限会社ヴォートル（現株式会社ヴォートル）入社

2013年４月　当社入社

2023年10月　当社取締役経理部長（現任）

(注)２ 600

取締役

経営企画部長
前田　信 1990年２月16日生

2012年４月　当社入社

2024年６月　株式会社ささき常務取締役（現任）

2024年８月　株式会社平成ハウジング専務取締役（現任）

2025年９月　当社経営企画部長

2025年10月　当社取締役経営企画部長（現任）

(注)２ 600
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役 市川　圭介 1981年10月12日生

2006年12月　あらた監査法人（現ＰｗＣ Japan有限責任監査法

人）入所

2011年９月　公認会計士登録

2012年10月　フロンティア・マネジメント株式会社入社

2014年７月　市川圭介公認会計士事務所開設（現任）

2015年３月　WILLER ALLIANCE株式会社（現WILLER株式会社）執

行役員

2015年４月　株式会社Smarprise監査役

2016年４月　株式会社インターメディカル代表取締役（現任）

2018年６月　株式会社Smarprise取締役

2021年10月　当社監査役

2022年10月　当社取締役（監査等委員）

2024年10月　当社取締役（現任）

(注)２ －

取締役

（常勤監査等委員）
船津丸　隆 1964年５月17日生

1988年４月　日興證券株式会社（現SMBC日興証券株式会社）入

社

1999年７月　株式会社アルメディオ入社

2002年11月　アメリカン・ライフ・インシュアランス・カンパ

ニー日本支社（現メットライフ生命保険株式会

社）入社

2004年11月　株式会社バーテックスリンク（現　株式会社スト

ライダーズ）入社

2005年11月　株式会社メディカルサロン入社

2006年７月　岡三証券株式会社入社

2024年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
水島　孝生 1948年３月９日生

1983年８月　日本勧業角丸証券株式会社（現みずほ証券株式会

社）入社

2001年７月　エース証券株式会社（現東海東京証券株式会社）

入社

2006年１月　そしあす証券株式会社（現むさし証券株式会社）

入社

2008年１月　丸三証券株式会社入社

2010年３月　株式会社桧家住宅（現株式会社ヒノキヤグルー

プ）入社

2011年３月　同社取締役

2012年８月　株式会社日本アクア代表取締役副社長

2022年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
木村　康之 1983年２月４日生

2009年12月　弁護士登録

2010年１月　新銀座法律事務所入所

2013年１月　東京きぼう法律事務所入所

2016年２月　経堂綜合法律事務所開設（現任）

2018年12月　当社監査役

2022年10月　当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)３ －

取締役

（監査等委員）
栗橋　舞衣 1991年８月16日生

2014年４月　ゲーテハウス株式会社入社

2015年４月　一般社団法人日本能率協会入職

2020年４月　小見山公認会計士事務所入所

2022年10月　EY新日本有限責任監査法人入所

2026年７月　公認会計士登録

2026年７月　栗橋舞衣公認会計士事務所開設（現任）

2026年10月　当社取締役（監査等委員）就任予定

(注)３ －

計 559,600

（注）１．取締役の市川圭介、船津丸隆、水島孝生、木村康之及び栗橋舞衣は、社外取締役であります。

２．2026年10月29日開催の第38回定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．2026年10月29日開催の第38回定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終の
ものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．取締役栗橋舞衣氏は旧姓かつ職業上使用している氏名を上記のとおり表記しておりますが、戸籍上の氏名は
金井舞衣であります。
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は５名（うち、監査等委員である取締役４名）であります。

社外取締役と当社との間には、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。また、社

外取締役の兼職先と当社との間にも特別の関係はありません。

社外取締役市川圭介は、公認会計士であり、主に財務・会計に関し、公認会計士として、社外取締役としての

立場から当社経営上の課題・問題点等に対し意見・提案を行っていただけるものと判断して選任しております。

また、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしていることから、一般株主と利益相反の生じるおそれが

ないと判断し、独立役員に指定しております。

社外取締役船津丸隆は証券会社及び事業会社で上場準備関連等の業務に従事してきた経歴からコーポレート・

ガバナンス等に関する幅広い知見を有しており、これらの見識と経験を経営に反映させることにより、当社の監

査・監督機能がさらに強化できると判断して選任しております。

社外取締役水島孝生は、証券会社での長年の経験、また事業会社での経営陣として豊富な経験と知見を有して

おり、社外取締役としての立場から当社経営上の課題・問題点等に対し意見・提案を行っていただけるものと判

断して選任しております。また、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしていることから、一般株主と

利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しております。

社外取締役木村康之は、弁護士であり、主に法令・定款等の遵守状況に関し、弁護士として法律的視点から監

査を行い、社外取締役としての立場から当社経営上の課題・問題点等に対し意見・提案を行っていただけるもの

と判断して選任しております。また、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしていることから、一般株

主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しております。

社外取締役小林仁子は、公認会計士及び税理士であり、主に財務・会計に関し、公認会計士、税理士として専

門的見地から監査を行い、社外取締役としての立場から当社経営上の課題・問題点等に対し意見・提案を行って

いただけるものと判断して選任しております。また、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしているこ

とから、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し、独立役員に指定しております。

なお、第38回定時株主総会において、選任予定の監査等委員である社外取締役候補者栗橋舞衣は、公認会計士

であり、主に財務・会計に関し、公認会計士として専門的見地から監査を行い、社外取締役としての立場から当

社経営上の課題・問題点等に対し意見・提案を行っていただけるものと判断して候補者としております。また、

東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たしていることから、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと

判断し、同氏の選任が承認された場合には独立役員に指定する予定であります。

当社は、社外取締役の独立性に関する具体的基準は定めていないものの、会社に対する善管注意義務を遵守

し、客観的で公平・公正な判断をなし得る等、コーポレート・ガバナンスの充実・向上に資する者を選任するこ

ととしております。

なお、当社は、2026年10月29日開催予定の第38回定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役（監査等委

員であるものを除く）７名選任の件」および「監査等委員である取締役４名選任の件」を提案しており、当該議

案が原案どおり承認可決されますと社外取締役１名、監査等委員である社外取締役４名となります。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

　社外取締役は、毎月開催する取締役会及び主要な会議に出席し、客観的見地から適宜、質問、助言・発言等を

行い、ガバナンスの強化を図っております。また、取締役会議案、報告事項については、事前に配布し、要望に

応じ、説明や資料等の提供ができる体制としております。

　社外取締役５名のうち４名は監査等委員会を組織し、取締役会その他の重要な会議に出席し、意見を述べるほ

か、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じて監査を実施しております。監査等委員は独立機関とし

ての立場から、適正な監視を行うため定期的に監査等委員会を開催し、打ち合わせを行い、また、会計監査人を

含めた積極的な情報交換により連携をとっております。また、内部監査室及び会計監査人を含むミーティングを

四半期ごとに行い意見交換、業務・財務における内部統制の状況についての確認等、相互連携を図っておりま

す。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

　監査等委員会は監査等委員４名（うち常勤監査等委員１名）で構成されております。常勤監査等委員である船

津丸隆が中心となり、監査等委員会で定める監査計画に基づき独立性をもって監査等委員会監査を実施しており

ます。

　監査等委員会は原則として月に１回開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、監査に関する重

要事項の報告、協議及び決議、並びに監査実施状況等の監査等委員会における情報共有を図ります。

 

（監査等委員会監査の状況）

　監査等委員会は、定款にて監査等委員は５名以内と定め、現状は監査等委員である取締役４名（うち社外取締

役４名）によって構成されており、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）の職務の執行を含む日常的活動の監査を行っております。監査等委員は、それぞれの職務経験や

専門的な見地より経営監視を実施しております。

　また、当社は監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）か

らの情報収集及び重要な会議における情報共有並びに内部監査室と監査等委員会との十分な連携を可能とすべ

く、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、内部監査室と意思疎通を図り、情報の収集・監査環境の整備

に努めております。

　監査等委員会は、主に取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務執行状況に関する監査、内部統制シ

ステムの整備・運用状況の検証、会社業績及び業務執行状況の監査（四半期・月次毎）、会計監査人監査の相当

性、監査計画と監査報酬の適切性、監査の方法及び結果の相当性、サステナビリティ関連等について検討を行っ

ております。

　監査等委員の主な活動状況は、重要会議への出席として取締役会への出席、社内稟議等の重要文書等の閲覧を

通じての取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行状況の監査、会計監査人との年度決算・四半期

決算に関する定例報告の受領及び会計監査の状況についての情報交換、内部監査室との定期的なミーティングの

実施、営業所監査・棚卸の立会い等であります。常勤監査等委員は決算関連書類の閲覧、非常勤監査等委員への

監査状況の報告・説明を行っております。

 

　当事業年度においては、監査等委員会を13回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については次のとお

りであります。

氏　名 開催回数 出席回数

船津丸　隆 13回 13回

水島　孝生 13回 13回

木村　康之 13回 13回

小林　仁子 13回 13回

　なお、当社は2026年10月29日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「監査等委員である取締役４
名選任の件」を提案しており、当該議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会は引き続き４名の監査
等委員で構成されることになります。
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②　内部監査の状況

当社における内部監査は、代表取締役社長直属の組織として内部監査室（１名）を設置し、内部監査規程に基

づき各部門の業務活動に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等につ

いての監査を定期的に実施しており、その結果については、代表取締役社長及び監査等委員会に報告しておりま

す。

また、内部監査結果及び是正状況については、監査等委員会と意思疎通を図り、情報の収集・監査環境の整備

に努めており、さらに監査等委員会を含め会計監査人と定期的に会合を実施することで情報交換及び相互の意

思疎通を図っております。

内部監査室長は、代表取締役社長及び各取締役が参加する経営会議に毎回参加しており、経営会議を通して内

部監査状況や課題を経営トップ層と共有し、業務改善、不正防止に向け客観的な立場で助言・勧告を行う体制

を整備しております。また、内部監査の実効性を確保するため、内部監査室長が随時、取締役会に参加し報告

を行う体制を整備しております。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　興亜監査法人

ｂ．継続監査期間

　10年間

ｃ．業務を執行した公認会計士

　松村　隆

　田中一弘

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名であります。

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は、会計監査人の選定及び評価に際しては、当社の業務内容に対応して効率的な監査業務を実施するこ

とができる一定の規模を持つこと、審査体制が整備されていること、監査日数、監査期間及び具体的な監査実

施要領並びに監査費用が合理的かつ妥当であること、さらに監査実績等により総合的に判断いたします。ま

た、日本公認会計士協会の定める「独立性に関する指針」に基づき独立性を有することを確認するとともに、

必要な専門性を有することについて検証し、確認いたします。

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該

議案を株主総会に提出いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員会全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査

等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

ｆ．監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

　監査等委員会は、監査法人に対して、監査実施状況や監査報告等を通じ、監査品質、品質管理、独立性、総

合的能力に着目し、監査の有効性及び効率性等の観点から評価を行っております。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 30,600 － 27,162 －

連結子会社 － － － －

計 30,600 － 27,162 －

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する報酬については、当社の事業規模、監査人員数、監査日数等を勘案して、

当社と監査法人で協議の上、監査等委員会の同意を得て決定しております。

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、監査日程等の見積りの算出根拠等を事業規模等と照らし合

わせて、会計監査人の報酬等の額について同意をしております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は以下のとおりであります。

イ．役員の報酬等に関する株主総会の決議内容

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日につきましては、2022年10月25日開催の第34回定時株

主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の限度額は年額200,000千円以内

（うち、社外取締役分は20,000千円以内。使用人兼務取締役の使用人分の報酬を除く。決議日時点における

取締役の員数は７名（うち社外取締役１名））、監査等委員である取締役の報酬等の限度額は年額100,000

千円以内（決議日時点における監査等委員である取締役の員数は４名）と決議しております。

　また、当社は、当社の役員を対象に、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は当社の企業価値の持

続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的と

して、監査等委員である取締役は株主の皆様との価値共有により、当社の企業価値の毀損の防止及び信用維

持へのインセンティブを付与することを目的として、2022年10月25日開催の第34回定時株主総会において上

記報酬額とは別に、譲渡制限付株式報酬制度について決議しております。その総額は、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）につき年額20,000千円以内（うち社外取締役2,000千円以内）、監査等委員である

取締役につき年額10,000千円以内とし、本制度により発行又は処分される当社普通株式の総数は取締役（監

査等委員である取締役を除く。）につき年8,000株以内（うち社外取締役800株以内）、監査等委員である取

締役につき年4,000株以内としております。各取締役（監査等委員である取締役を除く。）への具体的な支

給時期及び配分については、取締役会において決定し、各監査等委員である取締役への具体的な支給時期及

び配分については、監査等委員である取締役の協議によって決定いたします。なお、決議日時点における取

締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は７名（うち社外取締役１名）、監査等委員である取締役

の員数は４名であります。

ロ．役員区分ごとの報酬等の額に関する考え方及び算定方法の決定に関する事項

　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る

決定方針を決議しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等につきましては、各取締役の役位や職責等に応じて

支給する固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）と非金銭報酬等により構成しております。その具体的な報

酬等の額につきましては、上記株主総会で決議された範囲内で、役位、職責、在任年数等に応じて他社水

準、当社の業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に勘案して取締役会にて決定するものと定め

ております。

　非金銭報酬等は譲渡制限付株式報酬とし、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える

とともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的として付与しております。株式の割当の時期及びそ

の金額は取締役会にて決定し、１か月以内に割当を行うものとしております。なお、業績連動報酬は採用し

ておりません。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額については、2022年10月25日開催の第34回定時

株主総会で決議した報酬等の限度額の範囲（年額200,000千円以内（うち、社外取締役分は20,000千円以

内。使用人兼務取締役の使用人分の報酬を除く。））で当社の業績、企業価値向上への貢献度合い等によ

り、取締役会において、審議の上、取締役会決議により決定いたしました。取締役会は、当事業年度に係る

個人別の報酬等の内容が当社方針に沿うものと判断しております。

監査等委員である取締役の報酬等につきましても、株主総会の決議により決定した限度額の範囲で、常

勤、非常勤の別、業務分担の状況等に応じて支給する固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）と非金銭報酬

等により構成しており、監査等委員である取締役の協議で決定しております。

また、当社の役員の報酬等のうち、非金銭報酬等の内容は譲渡制限付株式報酬であります。当事業年度に

おける交付状況は、「②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数」

に記載しております。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動報酬

譲渡制限付株式
報酬

取締役（社外取締役を除く） 54,463 52,768 － 1,695 7

社外役員 14,040 14,040 － － 5

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼取締役の使用人給与及び賞与は含まれておりません。

２．上表には、2026年１月31日をもって辞任した取締役（監査等委員である取締役を除く）1名を含んでおりま

す。

 

③　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

総額

（千円）

対象となる役員の員数

（人）
内容

31,420 4
使用人兼務役員の使用人部分に係る

給与及び賞与であります。

（注）上表には、2026年１月31日をもって辞任した取締役（監査等委員である取締役を除く）1名を含んでおります。

 

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式について、株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有す

る株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式に区分しており

ます。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 2 217,187 3 142,279

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（千円）

売却損益の
合計額（千円）

評価損益の
合計額（千円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1,325 2,795 3,540
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

「第２　事業の状況　２　サステナビリティに関する考え方及び取組　（３）戦略　①人材戦略に関する基本

方針等」に記載のとおりであります。

 

（２）【従業員の状況】

①　連結会社の状況

2026年７月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

リフォーム事業 103

不動産流通事業 2

不動産建設事業 9

合計 114

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、総数が従業員数の100分の10

未満のため記載を省略しております。

 

②　提出会社の状況

    2026年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

73 39.8 5.3 6,157,667 0.28

 

セグメントの名称 従業員数（人）

リフォーム事業 72

不動産流通事業 1

合計 73

（注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除く。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

③　労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 

④　管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の

差異

　提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 45/106



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第２条

の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年８月１日から2026年７月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年８月１日から2026年７月31日まで）の財務諸表について、興亜監査法人

による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組として、公益財団法人財務会計基準機構へ加入する

とともに、会計基準などの内容を適切に把握し、的確に対応できるようにするため、必要に応じて監査法人との協議

を実施し、その他各種団体の開催するセミナー等への参加を通して、積極的な情報収集活動に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,930,015 1,483,353

完成工事未収入金 374,794 421,624

契約資産 172,866 269,811

未成工事支出金 33,532 41,914

販売用不動産 ※４ 302,543 ※４ 304,232

仕掛販売用不動産 64,936 7,556

未収還付法人税等 － 32,532

その他 42,095 145,562

貸倒引当金 △271 △1,274

流動資産合計 2,920,513 2,705,314

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１,※４ 97,029 ※１,※４ 85,261

土地 151,773 175,417

その他（純額） ※１ 13,326 ※１ 21,325

有形固定資産合計 262,129 282,005

無形固定資産   

のれん 55,692 107,007

ソフトウエア 6,950 5,937

その他 843 819

無形固定資産合計 63,487 113,763

投資その他の資産   

投資有価証券 142,279 217,187

関係会社株式 ※２ 4,629 ※２ 4,629

繰延税金資産 16,590 3,172

その他 64,868 45,109

貸倒引当金 △17,178 －

投資その他の資産合計 211,189 270,098

固定資産合計 536,806 665,867

資産合計 3,457,320 3,371,181
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

負債の部   

流動負債   

工事未払金 291,612 312,985

短期借入金 ※３,※４ 661,000 ※３,※４ 359,000

１年内返済予定の長期借入金 ※４ 108,605 ※４ 161,363

リース債務 － 929

未払法人税等 135,032 7,432

賞与引当金 11,638 13,764

株主優待引当金 27,768 31,645

役員退職慰労引当金 － 44,500

未成工事受入金 75,137 49,208

その他 124,440 119,822

流動負債合計 1,435,235 1,100,652

固定負債   

長期借入金 ※４ 292,934 ※４ 642,421

リース債務 － 3,588

繰延税金負債 13,939 11,683

役員退職慰労引当金 － 24,090

その他 11,479 13,995

固定負債合計 318,354 695,778

負債合計 1,753,589 1,796,430

純資産の部   

株主資本   

資本金 349,789 349,789

資本剰余金 249,789 251,089

利益剰余金 1,111,051 971,852

自己株式 △800 △405

株主資本合計 1,709,829 1,572,326

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △6,098 2,424

その他の包括利益累計額合計 △6,098 2,424

純資産合計 1,703,731 1,574,750

負債純資産合計 3,457,320 3,371,181
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

売上高   

完成工事高 5,019,664 5,115,211

兼業事業売上高 260,294 261,348

売上高合計 5,279,959 5,376,559

売上原価   

完成工事原価 3,782,609 3,895,023

兼業事業売上原価 183,423 175,850

売上原価合計 3,966,033 4,070,873

売上総利益   

完成工事総利益 1,237,055 1,220,188

兼業事業総利益 76,870 85,498

売上総利益合計 1,313,925 1,305,686

販売費及び一般管理費 ※１ 1,241,224 ※１ 1,347,822

営業利益又は営業損失（△） 72,700 △42,135

営業外収益   

受取利息及び配当金 895 4,529

貸倒引当金戻入額 243 －

賞与引当金戻入額 5,442 －

その他 5,677 5,751

営業外収益合計 12,258 10,280

営業外費用   

支払利息 11,174 17,734

支払手数料 1,864 2,022

持分法による投資損失 2,316 －

その他 32 211

営業外費用合計 15,387 19,967

経常利益又は経常損失（△） 69,571 △51,822

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 657 ※２ 77

投資有価証券売却益 － 2,795

関係会社株式売却益 ※３ 268,349 －

その他 4,491 －

特別利益合計 273,497 2,872

特別損失   

減損損失 － ※４ 39,577

固定資産除却損 188 16

特別損失合計 188 39,593

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
342,881 △88,543

法人税、住民税及び事業税 142,333 42,605

法人税等調整額 △2,138 8,049

法人税等合計 140,195 50,654

当期純利益又は当期純損失（△） 202,686 △139,198

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
202,686 △139,198
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

当期純利益又は当期純損失（△） 202,686 △139,198

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 797 8,522

持分法適用会社に対する持分相当額 △232 －

その他の包括利益合計 ※ 565 ※ 8,522

包括利益 203,251 △130,675

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 203,251 △130,675

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 349,789 249,789 908,365 △609 1,507,334

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益   202,686  202,686

自己株式の取得    △190 △190

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 202,686 △190 202,495

当期末残高 349,789 249,789 1,111,051 △800 1,709,829

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △6,214 △6,214 1,501,120

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期
純利益   202,686

自己株式の取得   △190

自己株式の処分    

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

115 115 115

当期変動額合計 115 115 202,610

当期末残高 △6,098 △6,098 1,703,731
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当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 349,789 249,789 1,111,051 △800 1,709,829

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

  △139,198  △139,198

自己株式の取得      

自己株式の処分  1,300  394 1,695

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 1,300 △139,198 394 △137,503

当期末残高 349,789 251,089 971,852 △405 1,572,326

 

    

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 △6,098 △6,098 1,703,731

当期変動額    

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

  △139,198

自己株式の取得    

自己株式の処分   1,695

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

8,522 8,522 8,522

当期変動額合計 8,522 8,522 △128,980

当期末残高 2,424 2,424 1,574,750
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
342,881 △88,543

減価償却費 20,805 24,868

のれん償却額 15,980 14,043

減損損失 － 39,577

貸倒引当金の増減額（△は減少） △966 △16,175

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,091 1,445

株主優待引当金の増減額（△は減少） 5,177 3,876

受取利息及び受取配当金 △895 △4,529

支払利息 11,174 17,734

持分法による投資損益（△は益） 2,316 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,795

関係会社株式売却損益（△は益） △268,349 －

固定資産売却損益（△は益） △657 △77

売上債権の増減額（△は増加） △8,752 △97,467

棚卸資産の増減額（△は増加） △138,782 51,642

仕入債務の増減額（△は減少） △63,241 △948

未成工事受入金の増減額（△は減少） 6,084 △25,928

前受金の増減額（△は減少） 1,823 2,170

その他 58,933 △28,060

小計 △22,557 △109,168

利息及び配当金の受取額 895 4,529

利息の支払額 △11,366 △18,427

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △30,047 △183,919

その他 3,500 10,160

営業活動によるキャッシュ・フロー △59,576 △296,826

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金等の預入による支出 △55,646 △57,234

定期預金等の払戻による収入 61,897 52,713

有形固定資産の取得による支出 △29,264 △45,515

有形固定資産の売却による収入 845 77

無形固定資産の取得による支出 － △1,794

投資有価証券の取得による支出 △108,155 △88,121

投資有価証券の売却による収入 － 28,455

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △132,596

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
※２ 93,131 －

関係会社株式の売却による収入 606,300 －

その他 991 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 570,099 △244,017

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 11,000 △302,000

長期借入れによる収入 161,754 566,000

長期借入金の返済による支出 △141,774 △163,755

自己株式の取得による支出 △190 －

その他 1,892 △1,615

財務活動によるキャッシュ・フロー 32,681 98,628

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 543,204 △442,214

現金及び現金同等物の期首残高 1,335,646 1,878,851

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,878,851 ※１ 1,436,636
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しております。

　連結子会社の数　5社

　連結子会社の名称

　日本リゾートバンク株式会社

　株式会社ヤナ・コーポレーション

　株式会社ささき

　株式会社平成ハウジング

　株式会社第一技研

（連結の範囲の変更）

　当連結会計年度において、株式会社第一技研の全株式を取得したことにより連結の範囲に含めておりま

す。

 

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。

（2）持分法を適用していない関連会社（匠屋本鋪有限公司）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

②　棚卸資産

（a）未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）を採用しております。

（b）販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

（C）仕掛販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物  ４年～39年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金
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　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③株主優待引当金

　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、株主優待の利用実績に基づいて、将来発生見込額を計

上しております。

④役員退職慰労引当金

　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当連結会計年度末に発生し

ていると認められる額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度等を採用しており、当該制度に基

づく要拠出額をもって費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループでは、主たる事業であるリフォーム事業においては、顧客との工事請負契約に基づき、施

工を行い引き渡す義務を負っております。工事請負契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積

り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗

度の見積りは各工事単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット

法）によっております。

　また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を回収す

ることが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

(6）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、個別案件ごとに判断し、５年以内の合理的な年数で均等償却することとして

おります。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

（一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識）

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：千円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

完成工事高（原価回収基準の適用を除く） 154,262 215,575

（注）期末時点の未成工事に係る金額を記載しております。

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

一定期間にわたり充足される履行義務のうち、合理的な進捗度の見積りができるものについては、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充足に

係る進捗度は、各工事単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプッ

ト法）で算出し、完成工事高は当該進捗度に工事収益総額を乗じて算出しております。

②　主要な仮定

一定の期間にわたり履行義務を充足する工事請負契約に関する収益認識の基礎となる工事原価総額

は、資材や外注費等の市況や工事進捗に伴う個別のリスク要因等を考慮し見積りを行っております。こ

れらの見積り及びその基礎となる過程は継続して見直しを行っております。

③　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　工事は案件ごとに仕様や工期が異なる個別的なものであり、主要な仮定には不確実性が伴います。そ

のため工事の進捗に伴い主要な仮定に変動が生じた場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において認識

する完成工事高の計上に影響を与える可能性があります。

 

（株式会社第一技研に係るのれんの評価）

（１）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

のれん　96,175千円

（注）連結貸借対照表に計上されているのれんの総額107,007千円のうち、株式会社第一技研の株式取

得により発生した金額を記載しております。

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

当社は、2026年５月７日に株式会社第一技研の全株式を取得し、2026年７月31日をみなし取得日とし

て同社を連結子会社としております。これに伴い発生したのれんは、主として同社の今後期待される超

過収益力であり、取得原価とみなし取得日時点における同社の識別可能資産及び負債の時価の純額との

差額を計上しております。

減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存償却期間に対応する割引前将来キャッシュ・フローを

事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しています。減損損失の

認識が必要と判定された場合、当該のれんを回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認

識しています。なお、当連結会計年度末において、同社ののれんに減損の兆候はありません。

②　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

のれんの金額の算定の基礎となる超過収益力の基礎となる事業計画の主要な仮定は、売上高及び売上

総利益率であり、いずれも過去の実績を基礎とし、足元の受注状況及び市場環境を踏まえて設定してお

ります。

③　翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

主要な仮定は将来の不確実性を伴うものであり、事業計画の前提とした受注状況及び市場環境が変化

し、事業計画の達成が困難となった場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表において減損損失を計上

する可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の

全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準

を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性

が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指した

リース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

2028年７月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

（後発事象に関する会計基準等）

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準

委員会）

 

(1）概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準

を設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務

指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企

業会計基準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行

うとともに、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示に

ついて定めたものであります。

 

(2）適用予定日

2028年７月期の期首から適用します。
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（連結貸借対照表関係）

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 168,608千円 191,524千円

 

※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

関係会社株式 4,629千円 4,629千円

 

※３　当社グループでは安定的かつ機動的な資金の確保のため、取引金融機関２行と当座貸越契約を、取引金

融機関３行とコミットメントライン契約を締結しております。当連結会計年度末におけるこれらの契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

当座貸越極度額 140,000千円 140,000千円

借入実行残高 31,000 43,000

差引額 109,000 97,000

 

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

コミットメントライン契約の総額 900,000千円 900,000千円

借入実行残高 600,000 300,000

差引額 300,000 600,000

 

※４　担保に供している資産及び担保に係る債務は、次のとおりであります。

　(1)担保に供している資産

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

建物及び構築物 40,125千円 35,843千円

土地 － 10,383

販売用不動産 92,744 26,303

計 132,869 72,530

 

　(2)担保に係る債務

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

当連結会計年度
（2026年７月31日）

短期借入金 30,000千円 16,000千円

１年内返済予定の長期借入金 21,923 15,911

長期借入金 49,934 70,038

計 101,858 101,949

（注）当該資産の根抵当権に係る極度額は、186,000千円であります。
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

給料手当 404,851千円 439,121千円

賞与 97,993 107,646

賞与引当金繰入額 9,201 12,011

株主優待引当金繰入額 47,124 58,242

貸倒引当金繰入額 － 3,351

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

その他（車両運搬具） 657千円 77千円

計 657 77

 

※３　関係会社株式売却益

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　当社の関連会社であった株式会社安江工務店の全株式を売却したことによるものであります。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　該当事項はありません。

 

※４　減損損失

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要

（単位：千円）

場所 用途 種類 減損損失

株式会社ささき

（東京都江東区）

－ のれん 9,503

事業用資産 建物及び構築物その他 8,759

株式会社平成ハウジング

（栃木県那須塩原市）
－ のれん 21,314

 

（2）資産のグルーピングの方法

　当社グループは、原則として会社単位で資産のグルーピングをしております。また、処分が決定された事業

用資産等については個別の資産ごとにグルーピングを行っております。

 

（3）減損損失の認識に至った経緯

　のれんについては、将来において当初想定した超過収益力が見込めなくなったため減損損失を認識しており

ます。

　また、事業用資産については、当初想定した収益を見込めなくなったため、減損損失を認識しております。

 

（4）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。使用価値については将来キャッ

シュ・フローが見込まれない資産については零と算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 1,034千円 15,240千円

組替調整額 － △2,795

法人税等及び税効果調整前 1,034 12,445

法人税等及び税効果額 △236 △3,922

その他有価証券評価差額金 797 8,522

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 △232 －

　　その他の包括利益合計 565 8,522
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,088,700 － － 1,088,700

合計 1,088,700 － － 1,088,700

自己株式     

普通株式（注） 856 767 － 1,623

合計 856 767 － 1,623

（注）自己株式の数の増加は、当連結会計年度において単元未満株式の買取請求による67株の自己株式の取得および退

職した従業員に付与されていた譲渡制限株式700株の権利失効による無償取得をしたことによります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,088,700 － － 1,088,700

合計 1,088,700 － － 1,088,700

自己株式     

普通株式（注） 1,623 － 800 823

合計 1,623 － 800 823

（注）自己株式の数の減少は、当連結会計年度において譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少800株で

あります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 61/106



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

現金及び預金勘定 1,930,015千円 1,483,353千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △51,163 △52,036

流動資産「その他」（証券会社預け金） － 5,320

現金及び現金同等物 1,878,851 1,436,636

 

※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　株式の取得により新たに株式会社平成ハウジングを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに取得価額と取得による収入との関係は次のとおりであります。

 

流動資産 255,040千円

固定資産 120,233

のれん 31,002

流動負債 △216,752

固定負債 △140,329

　株式の取得価額 49,194

現金及び現金同等物 △142,325

　差引：取得による収入 △93,131

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　株式の取得により新たに株式会社第一技研を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに

取得価額と取得による支出との関係は次のとおりであります。

 

流動資産 413,112千円

固定資産 2,801

のれん 96,175

流動負債 △81,887

固定負債 △27,702

　株式の取得価額 402,500

現金及び現金同等物 △269,903

　差引：取得による支出 132,596
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（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは資金運用については、短期的な預金等及び安全性の高い金融資産を余資運用し、投機的

な取引は行わない方針であります。運転資金が自己資金で賄えない場合については主に銀行等金融機関か

ら必要な資金を調達する方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクが存在します。営業債務である工事未払金は、

そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり、資金調達等により流動リスクが存在します。

　投資有価証券及び関係会社株式は主に投資先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。

　借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、流動性リスクを有しております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権である完成工事未収入金は、担当者が所定の手続に従い、債権回収の状況を定期的にモニタ

リングして、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の重要性が高い取

引については、経営会議において当該取引実行の決定や回収状況の報告が行われております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　長期借入金、投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に時価や発行体の財務状態等を把握

し、継続的なモニタリングを行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　営業債務である工事未払金及び借入金は、月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の

維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（2025年７月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 142,279 142,279 －

資産計 142,279 142,279 －

長期借入金（※３、４） 401,540 393,028 △8,511

負債計 401,540 393,028 △8,511

（※１）「現金及び預金」「完成工事未収入金」「工事未払金」「短期借入金」は、現金であること、及び短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「関係会社株式」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（千円）

非上場株式 4,629

（※３）長期借入金には、１年以内返済予定長期借入金を含めております。

（※４）長期借入金連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 108,605 92,238 79,020 53,264 27,261 41,150

 

当連結会計年度（2026年７月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 217,187 217,187 －

資産計 217,187 217,187 －

長期借入金（※３、４） 803,784 779,701 △24,083

負債計 803,784 779,701 △24,083

（※１）「現金及び預金」「完成工事未収入金」「工事未払金」「短期借入金」は、現金であること、及び短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。また、「リース債務」は金額的重要

性が乏しいことから注記を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、「関係会社株式」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 4,629

（※３）長期借入金には、１年以内返済予定長期借入金を含めております。

（※４）長期借入金連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 161,363 166,803 113,757 87,784 62,457 211,617
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れの属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 142,279 － － 142,279

資産計 142,279 － － 142,279

 

当連結会計年度（2026年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 217,187 － － 217,187

資産計 217,187 － － 217,187

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 393,028 － 393,028

負債計 － 393,028 － 393,028

 

当連結会計年度（2026年７月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 779,701 － 779,701

負債計 － 779,701 － 779,701
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（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行

後大きく変わっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おり、レベル２の時価に分類しております。固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長

期借入金の元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2025年７月31日）

 種類
連結貸借対照
表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 100,780 97,084 3,696

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 41,499 54,100 △12,601

合計 142,279 151,185 △8,905

 

当連結会計年度（2026年７月31日）

 種類
連結貸借対照
表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 217,187 213,646 3,540

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 － － －

合計 217,187 213,646 3,540

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 28,455 2,795 －

合計 28,455 2,795 －
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　１．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社は確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度を採用しており、当該制度に基づ

く要拠出額をもって費用処理しております。

 

　２．確定拠出制度に係る退職給付費用の額

　当社グループの中小企業退職金共済制度への拠出額は、1,648千円であります。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　１．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社は確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度を採用しており、当該制度に基づ

く要拠出額をもって費用処理しております。

 

　２．確定拠出制度に係る退職給付費用の額

　当社グループの中小企業退職金共済制度への拠出額は、1,594千円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　　（譲渡制限付株式報酬）

　　　　　　重要性が乏しいため、注記を省略いたします。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

 
当連結会計年度
（2026年７月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 2,836千円  401千円

賞与引当金 3,703  4,519

役員退職慰労引当金 －  24,301

未払事業税 6,621  589

資産除去債務 2,782  2,982

繰越欠損金（注）２ 9,742  32,608

その他有価証券評価差額金 2,806  －

その他 6,187  14,581

繰延税金資産小計 34,682  79,984

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △5,443  △32,608

将来減算一時差異等の合計に係る評価引当額 △10,628  △24,614

評価性引当額小計（注）１ △16,072  △57,222

繰延税金資産合計 18,609  22,761

繰延税金負債    

資産除去債務に対する除去費用 △2,049  △1,904

その他有価証券評価差額金 －  △1,115

土地評価差額（連結修正） △11,185  △11,185

その他 △2,724  △17,067

繰延税金負債合計 △15,958  △31,272

繰延税金資産の純額 2,651  △8,510

 

（注）１．当連結会計年度において、繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じて

います。当該変動の主な内容は、連結子会社の繰越欠損金に係る評価性引当額が27,164千円増加し

たことによるものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

　前連結会計年度（2025年７月31日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

　当連結会計年度（2026年７月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

税務上の繰越欠損金 － － － － － 32,608

評価性引当額 － － － － － △32,608

繰延税金資産 － － － － － －

　※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年７月31日）

 
当連結会計年度
（2026年７月31日）

法定実効税率 30.6％  －％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5  －

住民税均等割 0.7  －

留保金課税 3.2  －

法人税額の特別控除 △0.1  －

連結修正 2.9  －

持分法投資損益 0.2  －

子会社税率差異 0.1  －

その他 △2.2  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.9  －

 

（注）当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。
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（企業結合等関係）

　当社は、2026年４月16日開催の取締役会において、株式会社第一技研の全株式を取得し、子会社化することに

ついて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結するとともに、2026年５月７日付で株式の取得が完了いたしまし

た。

 

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社第一技研

事業の内容　大規模修繕工事、その他

（2）企業結合を行った主な理由

今般、子会社化を決定いたしました株式会社第一技研は、首都圏を中心にマンション・ビル等の大規

模修繕工事を展開する会社です。同社は、厳格な品質管理基準を求める大手デベロッパー各社との数十

年にわたる強固なパートナーシップを有しており、この「信頼に基づく受注基盤」は、一朝一夕には構

築し得ない極めて高い参入障壁であり、対象会社の核となる競争優位性であると評価しております。

本件取得により、当社グループは成長著しい「マンション長寿命化・再生市場」におけるプレゼンス

を一気に高め、以下のシナジー創出を通じて、中長期的な企業価値の最大化を目指してまいります。以

上の理由から、本件株式取得は、当社グループの収益基盤の安定化および成長力の強化に資するもので

あり、中長期的な企業価値向上に寄与するものと判断し、実施することといたしました。

（3）企業結合日

株式取得日　　2026年５月７日

みなし取得日　2026年７月31日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

（5）結合後企業の名称

変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　みなし取得日を当連結会計年度末である2026年７月31日としているため、当連結会計年度の連結損益計算

書に株式会社第一技研の業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 402,500千円

取得原価  402,500千円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー業務に対する報酬等　32,180千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

96,175千円

（2）発生原因

主として、株式会社第一技研の今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

３年間にわたる均等償却
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 413,112 千円

固定資産 2,801  

資産合計 415,913  

流動負債 81,887  

固定負債 27,702  

負債合計 109,589  

 

７．企業結合が連結会計年度の開始日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

　　当連結会計年度における影響の概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　子会社である株式会社平成ハウジングは、栃木県において賃貸用店舗を有しております。

　当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,830千円（賃貸収益は主として売上高に計上、

賃貸費用は主として売上原価に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2024年８月１日

　　至　2025年７月31日）

当連結会計年度

（自　2025年８月１日

　　至　2026年７月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 － 40,125

 期中増減額 40,125 △4,281

 期末残高 40,125 35,843

期末時価 57,400 56,500

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　　２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増減額は株式会社平成ハウジングを連結子会社化したこ

とによる増減額であり、当連結会計年度の主な増減額は、減価償却による減少であります。

　　　　３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、リフォーム事業、不動産流通事業及び不動産建設事業の３つを報告セグメントとしてお

り、主たる事業であるリフォーム事業については施工実績を工事区分別に記載しております。

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年８月１日

　　至　2025年７月31日）

当連結会計年度

（自　2025年８月１日

　　至　2026年７月31日）

リフォーム事業 4,787,928 5,010,630

 原状回復工事 2,102,322 2,002,665

 リノベーション工事 1,748,573 2,048,472

 
ハウスクリーニング・入居中メンテナンス工

事
123,990 129,800

 その他 813,042 829,691

不動産流通事業 197,391 122,571

不動産建設事業 285,692 231,429

顧客との契約から生じる収益 5,271,013 5,364,631

その他の収益（注） 8,946 11,928

外部顧客への売上高 5,279,959 5,376,559

（注）その他の収益は、不動産建設事業において発生した「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収

入であります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　当社グループの主たる事業であるリフォーム事業においては、顧客との工事請負契約に基づき、施工を行

い引き渡す義務を負っております。

　当社グループの施工方法の判断及び施工管理の下、当社グループの外注先である各工事分野の専門施工会

社が工事を行っております。また、当社グループは、各工事単位で工事請負契約に基づく契約価格及び見積

総工事原価を管理しており、主要な工事原価は材料費及び外注費であります。取引の対価は、そのほとんど

の取引において顧客の検収後、２ヶ月以内に受領しており、契約に重大な金融要素は含まれておりません。

　一定期間にわたり充足される履行義務に係る進捗度の見積りは、工事の施工を外注専門施工会社が行って

いる実態を踏まえ、財又はサービスの移転の忠実な描写となるよう、各工事単位で材料費及び外注費の見積

工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）によっております。ただし、履行義務の充足に係る

進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価

回収基準にて収益を認識しております。

　顧客との工事請負契約上、顧客に販売手数料を支払う場合があり、顧客に支払われる対価に該当します。

顧客に支払われる対価は、上記進捗度に応じて完成工事高から減額しております。

　なお、工事請負契約において、引渡し後、契約不適合責任期間内に生じた工事の欠陥に対して無償で修理

等を行う義務を有しております。当該義務は、工事が顧客との契約に定められた仕様に従って意図したとお

りに機能するという保証を顧客に提供するものであるため、完成工事補償引当金として計上することになり

ます。しかしながら、当社グループにおいては、発生実績が乏しく、金額的な重要性が認められないことか

ら、完成工事補償引当金は計上しておりません。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

 

（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年８月１日

　　至　2025年７月31日）

当連結会計年度

（自　2025年８月１日

　　至　2026年７月31日）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 350,814 374,794

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 374,794 421,624

契約資産（期首残高） 170,137 172,866

契約資産（期末残高） 172,866 269,811

契約負債（期首残高） 46,457 75,867

契約負債（期末残高） 75,867 53,202

（注）１．契約資産は、一定の期間にわたり収益を認識する工事請負契約において、期末日時点で充足した履行

義務のうち、未請求の対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価

に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられま

す。当該工事に関する対価は、原則として契約に基づき履行義務を完全に充足したのち、一定期間経

過後に受領しております。

２．契約負債は、一定の期間にわたり収益を認識する工事請負契約及び不動産売買の契約において、契約

に基づき顧客から受け取った履行義務充足前の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の

認識に伴い取り崩されます。

３．当連結会計年度の期首時点の契約負債残高は、当連結会計年度の収益として認識しており、翌連結会

計年度以降に繰り越される金額はありません。

 

（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、予想される工事請負契約期間が１年を超える取引はないため、残存履行義務に

係る開示を省略しております。

　また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない金額はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1)報告セグメントの決定方法

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分を決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループは、主たる事業内容別に分類した「リフォーム事業」「不動産流通事業」「不動産建設事

業」の３つを報告セグメントとしております。

 

(2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「リフォーム事業」は、原状回復工事やリノベーション工事、ハウスクリーニング・入居中メンテナン

ス工事、その他の工事といった住宅等に関するリフォーム工事の請負・施工管理を行っております。

　「不動産流通事業」は、主に不動産の売買、仲介、買取再販等を行っております。

　「不動産建設事業」は、主に戸建住宅を中心とした注文・建売住宅に関する設計・建築・販売を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理

の方法と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。また、セグメント間の取引価格は市場実

勢価格に基づいております。

　なお、資産及び負債については内部管理上、報告セグメントに配分していないため、記載しておりませ

ん。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額 合計
 

リフォーム
事業

不動産流通
事業

不動産建設
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 4,787,928 197,391 294,638 5,279,959 － 5,279,959

セグメント間の内部売上高

又は振替高
40 － 6,940 6,980 △6,980 －

計 4,787,969 197,391 301,578 5,286,940 △6,980 5,279,959

セグメント利益又は損失

（△）
82,900 10,508 △23,316 70,093 2,607 72,700

その他の項目       

減価償却費 15,684 561 4,559 20,805 － 20,805

のれん償却額 10,167 － 5,812 15,980 － 15,980

減損損失 － － － － － －

（注）１．売上高の調整額△6,980千円及びセグメント利益又は損失の調整額2,607千円は、セグメント間の取引消去で

あります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額 合計
 

リフォーム
事業

不動産流通
事業

不動産建設
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 5,010,630 122,571 243,357 5,376,559 － 5,376,559

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,590 － 25,990 33,580 △33,580 －

計 5,018,221 122,571 269,347 5,410,140 △33,580 5,376,559

セグメント利益又は損失

（△）
5,774 △3,066 △39,603 △36,894 △5,240 △42,135

その他の項目       

減価償却費 17,506 568 6,793 24,868 － 24,868

のれん償却額 10,167 － 3,875 14,043 － 14,043

減損損失 18,263 － 21,314 39,577 － 39,577

（注）１．売上高の調整額△33,580千円及びセグメント利益又は損失の調整額△5,240千円は、セグメント間の取引消

去であります。

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

 

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社リプライス 556,612 リフォーム事業

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

 

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を記載しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社リプライス 705,638 リフォーム事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

     （単位：千円）

 

報告セグメント

全社・消去 合計リフォーム
事業

不動産流通事業 不動産建設事業

減損損失 18,263 － 21,314 － 39,577

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

     （単位：千円）

 

報告セグメント

全社・消去 合計リフォーム
事業

不動産流通
事業

不動産建設
事業

当期償却額 10,167 － 5,812 － 15,980

当期末残高 30,503 － 25,189 － 55,692

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

     （単位：千円）

 

報告セグメント

全社・消去 合計リフォーム
事業

不動産流通
事業

不動産建設
事業

当期償却額 10,167 － 3,875 － 14,043

当期末残高 107,007 － － － 107,007

（注）「リフォーム事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を9,503千円、「不動産建設事

業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を21,314千円計上しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

前連結会計年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　該当事項はありません。

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

１株当たり純資産額 1,567.25円 1,447.54円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

（△）
186.42円 △127.98円

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

１株当たり純資産   

純資産の部の合計額（千円） 1,703,731 1,574,750

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,703,731 1,574,750

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
1,087,077 1,087,877

４．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当連結会計年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失   

親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
202,686 △139,198

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益又は当期純損失（△）（千円）
202,686 △139,198

普通株式の期中平均株式数（株） 1,087,240 1,087,632

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 79/106



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 661,000 359,000 1.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 108,605 161,363 1.8 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 292,934 642,421 2.4 2027年～2036年

合計 1,062,540 1,162,784 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務は、金額が僅少であり重要性が乏しいため、記載を省略しております。

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 166,803 113,757 87,784 62,457

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表等規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（千円） 2,611,732 5,376,559

税金等調整前中間（当期）純損失（△）（千円） △62,061 △88,543

親会社株主に帰属する中間（当期）純損失（△）（千円） △90,043 △139,198

１株当たり中間（当期）純損失（△）（円） △82.80 △127.98
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年７月31日）
当事業年度

（2026年７月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,675,169 1,073,418

完成工事未収入金 309,696 340,500

契約資産 166,874 232,041

未成工事支出金 32,004 38,150

材料貯蔵品 1,689 1,970

販売用不動産 206,041 177,962

仕掛販売用不動産 24,940 －

前払費用 14,485 24,369

未収還付法人税等 － 31,893

その他 12,411 59,392

貸倒引当金 △271 △1,274

流動資産合計 2,443,043 1,978,424

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 16,165 15,900

車両運搬具（純額） 7,130 15,006

工具、器具及び備品（純額） 1,625 4,974

土地 57,454 70,714

有形固定資産合計 82,375 106,596

無形固定資産   

ソフトウエア 6,208 5,504

その他 436 436

無形固定資産合計 6,645 5,941

投資その他の資産   

投資有価証券 142,279 217,187

関係会社株式 324,193 642,610

関係会社長期貸付金 23,353 18,641

繰延税金資産 12,612 1,688

差入保証金 4,528 4,487

長期前払費用 782 2,894

その他 607 1,949

投資その他の資産合計 508,357 889,460

固定資産合計 597,377 1,001,998

資産合計 3,040,421 2,980,423
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年７月31日）
当事業年度

（2026年７月31日）

負債の部   

流動負債   

工事未払金 194,945 222,497

短期借入金 ※ 601,000 ※ 303,000

１年内返済予定の長期借入金 49,668 109,388

リース債務 － 929

未払金 20,125 22,067

未払費用 23,517 25,203

未払法人税等 134,771 473

未払消費税等 16,340 14,249

未成工事受入金 38,852 40,923

預り金 10,459 10,937

賞与引当金 7,200 8,100

株主優待引当金 27,768 31,645

その他 － 129

流動負債合計 1,124,648 789,544

固定負債   

長期借入金 149,593 515,040

リース債務 － 3,588

資産除去債務 4,173 4,173

固定負債合計 153,766 522,802

負債合計 1,278,414 1,312,346

純資産の部   

株主資本   

資本金 349,789 349,789

資本剰余金   

資本準備金 249,789 249,789

その他資本剰余金 － 1,300

資本剰余金合計 249,789 251,089

利益剰余金   

利益準備金 1,000 1,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,168,326 1,064,178

利益剰余金合計 1,169,326 1,065,178

自己株式 △800 △405

株主資本合計 1,768,105 1,665,652

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,098 2,424

評価・換算差額等合計 △6,098 2,424

純資産合計 1,762,006 1,668,076

負債純資産合計 3,040,421 2,980,423
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

 当事業年度
(自　2025年８月１日
　至　2026年７月31日)

売上高   

完成工事高 3,896,918 4,233,396

兼業事業売上高 82,009 71,292

売上高合計 3,978,928 4,304,688

売上原価   

完成工事原価 2,952,825 3,225,094

兼業事業売上原価 64,661 62,070

売上原価合計 3,017,487 3,287,164

売上総利益   

完成工事総利益 944,093 1,008,302

兼業事業総利益 17,348 9,221

売上総利益合計 961,441 1,017,523

販売費及び一般管理費   

役員報酬 64,602 66,808

給料及び手当 311,552 339,208

賞与 90,617 101,577

賞与引当金繰入額 7,200 8,100

法定福利費 45,698 49,284

旅費及び交通費 34,063 32,257

減価償却費 10,320 14,512

賃借料 32,221 32,729

広告宣伝費 39,205 50,804

株主優待引当金繰入額 47,124 58,242

貸倒引当金繰入額 － 3,351

その他 192,719 201,167

販売費及び一般管理費合計 875,325 958,043

営業利益 86,116 59,480

営業外収益   

受取利息 963 3,432

受取配当金 ※１ 1 ※１ 1,325

受取家賃 ※１ 2,836 ※１ 2,836

貸倒引当金戻入額 243 －

賞与引当金戻入額 5,442 －

その他 ※１ 249 ※１ 1,327

営業外収益合計 9,736 8,921

営業外費用   

支払利息 8,183 14,152

支払手数料 1,765 1,890

その他 32 211

営業外費用合計 9,980 16,254

経常利益 85,871 52,148

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 407 ※２ 77

投資有価証券売却益 － 2,795

関係会社株式売却益 ※３ 256,548 －

その他 3,500 －

特別利益合計 260,456 2,872

特別損失   

固定資産除却損 188 －

関係会社株式評価損 － ※４ 116,263

特別損失合計 188 116,263

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 346,139 △61,242
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  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

 当事業年度
(自　2025年８月１日
　至　2026年７月31日)

法人税、住民税及び事業税 140,004 35,905

法人税等調整額 △2,130 7,000

法人税等合計 137,873 42,905

当期純利益又は当期純損失（△） 208,265 △104,147
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【完成工事原価報告書】

 
前事業年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当事業年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

区分 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 809,099 27.4 832,913 25.8

Ⅱ　外注費 2,139,334 72.5 2,389,963 74.1

Ⅲ　経費 4,391 0.1 2,217 0.1

　　完成工事原価 2,952,825 100.0 3,225,094 100.0

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。

 

【兼業事業売上原価報告書】

 
前事業年度

（自　2024年８月１日
至　2025年７月31日）

当事業年度
（自　2025年８月１日
至　2026年７月31日）

区分 金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　不動産取得費 63,266 97.9 61,431 98.9

Ⅱ　材料費 727 1.1 41 0.1

Ⅲ　外注費 667 1.0 598 1.0

　　兼業事業売上原価 64,661 100.0 62,070 100.0

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 349,789 249,789 － 249,789 1,000 960,060 961,060

当期変動額        

当期純利益      208,265 208,265

自己株式の取得        

自己株式の処分        

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － － － － 208,265 208,265

当期末残高 349,789 249,789 － 249,789 1,000 1,168,326 1,169,326

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △609 1,560,029 △6,896 △6,896 1,553,133

当期変動額      

当期純利益  208,265   208,265

自己株式の取得 △190 △190   △190

自己株式の処分      

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  797 797 797

当期変動額合計 △190 208,075 797 797 208,872

当期末残高 △800 1,768,105 △6,098 △6,098 1,762,006
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当事業年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 349,789 249,789 － 249,789 1,000 1,168,326 1,169,326

当期変動額        

当期純損失（△）      △104,147 △104,147

自己株式の取得        

自己株式の処分   1,300 1,300    

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － 1,300 1,300 － △104,147 △104,147

当期末残高 349,789 249,789 1,300 251,089 1,000 1,064,178 1,065,178

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △800 1,768,105 △6,098 △6,098 1,762,006

当期変動額      

当期純損失（△）  △104,147   △104,147

自己株式の取得      

自己株式の処分 394 1,695   1,695

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  8,522 8,522 8,522

当期変動額合計 394 △102,452 8,522 8,522 △93,929

当期末残高 △405 1,665,652 2,424 2,424 1,668,076
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法を採用しております。

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　未成工事支出金

　　個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採

用しております。

　販売用不動産

　　個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

　仕掛販売用不動産

　　個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用

しております。

　材料貯蔵品

　　最終仕入原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採用し

ております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　            ４年～39年

車両運搬具　　　      ２年～５年

工具、器具及び備品　  ２年～６年

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

 

（３）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

（２）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

 

（３）株主優待引当金

　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、株主優待の利用実績に基づいて、将来発生見込額を計

上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社の主たる事業であるリフォーム事業においては、顧客との工事請負契約に基づき、施工を行い引き渡

す義務を負っております。工事請負契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に

基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは各工事

単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）によっております。

　また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を回収する

ことが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

 

（重要な会計上の見積り）

（一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識）

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

完成工事高（原価回収基準の適用を除く） 154,262 215,575

（注）期末時点の未成工事に係る金額を記載しております。

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）

一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

 

（関係会社株式の評価）

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　関係会社株式　　　　　　　637,981千円

　　　関係会社株式評価損　　　　116,263千円

　　　（注）関係会社株式の金額は、貸借対照表に計上されている関係会社株式の総額642,610千円のうち、子

会社株式の金額を記載しております。

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

　当社の保有する子会社株式は、市場価格のない株式等であり、取得原価をもって貸借対照表価額とし

ております。子会社の株式の実質価額が取得価額に比べて50％程度以上低下した場合には、子会社の将

来事業計画に基づき回復する見込みがあると認められる場合を除き、実質価額まで減損処理する方針と

しております。

　上記の方針に従い、関係会社株式を評価した結果、当事業年度において、株式会社平成ハウジング及

び株式会社ささきについては関係会社株式評価損を計上しております。

②　当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　実質価額の回復可能性の判断の基礎となる事業計画の主要な仮定は、子会社における売上高及び売上

総利益率であり、いずれも過去の実績を基礎とし、足元の受注状況及び市場環境を踏まえて設定してお

ります。

③　翌事業年度の財務諸表に与える影響

　主要な仮定は将来の不確実性を伴うものであり、事業計画の前提とした事業環境や受注状況が変化

し、事業計画の達成が困難となった場合には、翌事業年度の財務諸表において関係会社株式評価損を計

上する可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

　連結財務諸表「注記事項（未適用の会計基準等）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。
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（貸借対照表関係）

※　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関１行と当座貸越契約を、取引金融機関３行と

コミットメントライン契約を締結しております。事業年度末におけるこれらの契約に係る借入未実行残高は

次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（2025年７月31日）
当事業年度

（2026年７月31日）

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 1,000 3,000

差引額 99,000 97,000

 

 
前事業年度

（2025年７月31日）
当事業年度

（2026年７月31日）

コミットメントライン契約の総額 900,000千円 900,000千円

借入実行残高 600,000 300,000

差引額 300,000 600,000

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2024年８月１日
　　至　2025年７月31日）

当事業年度
（自　2025年８月１日
　　至　2026年７月31日）

受取家賃 2,836千円 2,836千円

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2024年８月１日
　　至　2025年７月31日）

当事業年度
（自　2025年８月１日
　　至　2026年７月31日）

その他（車両運搬具） 407千円 77千円

 

※３　関係会社株式売却益

前事業年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　当社の関連会社であった株式会社安江工務店の全株式を売却したことによるものであります。

当事業年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　該当事項はありません。

 

※４　関係会社株式評価損

前事業年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

　関係会社株式評価損は、株式会社平成ハウジング及び株式会社ささきの株式について、実質価額が著しく低

下したため減損処理を行ったものであります。

 

（有価証券関係）

　１．子会社株式及び関連会社株式

　前事業年度（2025年７月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式319,564千円、関連会社株式4,629千円）は、

市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

 

　当事業年度（2026年７月31日）

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式637,981千円、関連会社株式4,629千円）は、

市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年７月31日）
 

当事業年度
（2026年７月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 82千円  401千円

賞与引当金 2,204  2,553

未払事業税 6,621  －

資産除去債務 1,315  1,315

関係会社株式評価損 －  36,646

その他有価証券評価差額金 2,806  －

その他 394  1,174

繰延税金資産小計 13,426  42,090

評価性引当額 －  △38,511

繰延税金資産合計 13,426  3,579

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 △814  △707

その他有価証券評価差額金 －  △1,115

その他 －  △67

繰延税金負債合計 △814  △1,890

繰延税金資産の純額 12,612  1,688

 

（注）当事業年度において、繰延税金資産から控除された額（評価性引当額）に重要な変動が生じていま

す。当該変動の主な内容は、回収可能性を判断する際の会社分類を変更したことにより、評価引当額

が38,511千円増加したことによるものであります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年７月31日）
 

当事業年度
（2026年７月31日）

法定実効税率 30.6％  －％

（調整）   －

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.5  －

住民税均等割 0.6  －

留保金課税 3.2  －

その他 △0.1  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.8  －

 

（注）当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

ジャニス工業㈱ 375,800 149,192

㈱ＦＵＪＩジャパン 207,300 67,994

計 583,100 217,187

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 31,204 1,591 － 32,796 16,896 1,856 15,900

車両運搬具 53,622 17,087 2,165 68,544 53,537 9,211 15,006

工具、器具及び備品 27,541 4,487 5,956 26,073 21,098 1,138 4,974

土地 57,454 13,260 － 70,714 － － 70,714

有形固定資産計 169,823 36,427 8,121 198,129 91,532 12,205 106,596

無形固定資産        

ソフトウエア 40,474 1,794 9,612 32,656 27,151 2,306 5,504

その他 436 － － 436 － － 436

無形固定資産計 40,911 1,794 9,612 33,093 27,151 2,306 5,941

長期前払費用 1,334 4,752 － 6,086 1,402 1,261
4,684

（1,789)

（注）長期前払費用の（　）は内数で１年内償却予定の長期前払費用であり、貸借対照表上は流動資産の「前払費用」に含めて表示しておりま

す。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 271 3,622 2,348 271 1,274

賞与引当金 7,200 8,100 7,200 － 8,100

株主優待引当金 27,768 58,315 54,365 73 31,645

　（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。

　　　　株主優待引当金の「当期減少額（その他）」は、失効による消滅額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ８月１日から７月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ７月31日

剰余金の配当の基準日 １月31日　７月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URLは次のとおり。　https://reform-nisso.co.jp/
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株主に対する特典

（１）　QUOカード

①　対象となる株主様

　毎年１月末日または７月末日現在の当社株主名簿に記載又は記録された100株

以上保有の株主様を対象とします。

②　優待制度の内容

半年未満保有 半年以上保有

１月末 ７月末 １月末 ７月末

1,000円相当の

QUOカード

1,000円相当の

QUOカード

2,000円相当の

QUOカード

2,000円相当の

QUOカード

（２）ニッソウ・プレミアム優待倶楽部

①　対象となる株主様

　毎年１月末日または７月末日現在の当社株主名簿に記載又は記録された

300株以上保有の株主様を対象とします。

②　株主優待制度の内容

　対象となる株主様に対し、下記の株主優待ポイント表に基づいて、株主優

待ポイントを進呈します。株主優待ポイントは、株主様専用WEBサイト

「ニッソウ・プレミアム優待倶楽部」において、食品、電化製品など5,000

種類以上の商品からポイントに応じて交換可能となります。また、他のプレ

ミアム優待倶楽部導入企業の優待ポイントと合算可能な共通株主優待コイン

「WILLs Coin」にも交換できます。

株主優待ポイント表（１ポイント≒１円）

保有株式数
１年未満保有

１月末 ７月末

300株～499株 18,000ポイント 18,000ポイント

500株～699株 25,000ポイント 25,000ポイント

700株～799株 30,000ポイント 30,000ポイント

800株～899株 40,000ポイント 40,000ポイント

900株～999株 50,000ポイント 50,000ポイント

1,000株～1,999株 60,000ポイント 60,000ポイント

2,000株以上 120,000ポイント 120,000ポイント

 

保有株式数
１年以上継続保有

１月末 ７月末

300株～499株 18,000ポイント 18,000ポイント

500株～699株 27,500ポイント 27,500ポイント

700株～799株 33,000ポイント 33,000ポイント

800株～899株 44,000ポイント 44,000ポイント

900株～999株 55,000ポイント 55,000ポイント

1,000株～1,999株 66,000ポイント 66,000ポイント

2,000株以上 132,000ポイント 132,000ポイント

③　株主優待ポイントの繰り越しについて

1．ポイントは最大３回まで繰り越すことができ、各優待で進呈されるポ

イントと併せて最大４回分をまとめて交換することが可能です。

2．翌１月末日、７月末日において株主名簿に同一株主番号で記載された

場合のみ繰り越せます。それ以降、１月末日、７月末日において株主

名簿に同一株主番号で記載されている場合に繰り越せます。最大３回

まで繰り越しが可能です。

④　長期保有特典

　2024年以降、毎年１月末日、７月末日の株主名簿に同一株主番号で連続し

て３回以上かつ500株以上お持ちの株主様として記載された株主様へは長期

保有特典のご対象として株主優待ポイント表にあります「１年以上継続保

有」に記載のポイントを進呈いたします。

（注）　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、定

款に定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利
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（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする場合

（3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第37期）（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）2025年10月28日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2025年10月28日関東財務局長に提出

 

(3）半期報告書及び確認書

（第38期中）（自　2025年８月１日　至　2026年１月31日）2026年３月17日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

2025年10月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

2026年４月16日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得の決定）に基づく臨時報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2026年10月27日

株式会社ニッソウ  

 取締役会　御中 

 

 興亜監査法人 

 東京都千代田区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　隆

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　一弘

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ニッソウの2025年8月1日から2026年7月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ニッソウ及び連結子会社の2026年7月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（重要な会計上の見積り）一定の期間にわ

たり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識に記載

のとおり、会社及び連結子会社は、リフォーム事業におい

て、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約につい

ては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度

に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法により、

完成工事高を計上している。当連結会計年度において、当

該方法による期末時点の未成工事に係る完成工事高は

215,575千円であり、会社から生じたものである。

会社は履行義務の充足に係る進捗度の見積りを、各工事

単位で材料費及び外注費の見積工事原価総額に対する発生

原価の割合（インプット法）で算出している。

会社は履行義務の充足に係る進捗度の見積りにインプッ

ト法を採用していることから、工事請負契約ごとの工事原

価総額の見積りの精度が完成工事高に重要な影響を及ぼす

ことになる。また、決算日までに発生した工事原価の集計

精度によっても完成工事高に重要な影響を及ぼすことにな

る。

　会社の採用する履行義務の充足に係る進捗度の見積りプ

ロセスには、経営者の判断の要素が含まれ、材料費や外注

費の変動、工事内容の変更等の情報を適時かつ適切に見直

すことが必要となる。

　このため、当監査法人は、リフォーム事業における期末

未成工事について、一定の期間にわたり履行義務を充足す

る工事契約に関する収益認識の進捗度の検討が、当連結会

計年度の監査において特に重要であり、監査上の主要な検

討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、インプット法に基づく進捗度の見積りの

合理性を評価するため、以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の評価

　会社が整備した進捗度の見積りプロセスを理解し、関連

する内部統制の整備及び運用状況を評価した。評価にあ

たって、特に以下に焦点を当てた。

・工事番号別に集計される材料費及び外注費の積算に基づ

く工事原価総額の見積りの合理性を担保するための統制

・工事番号別に集計される決算日までに発生した工事原価

の集計についての正確性を担保するための統制

 

(2) 工事原価の集計精度の評価

決算日までに発生した工事原価の集計精度を評価するた

め、主に以下の手続を実施した。

・受注額が一定金額を超える工事請負契約について、決算

日までに発生した工事原価につき請求書等と照合した。

・受注額が一定金額を超える工事請負契約について、決算

日前後に現場視察を行い、工事の進捗状況と決算日までに

発生した工事原価の集計内容に重要な相違がないことを確

かめた。

 

(3) 工事原価総額の見積りの合理性の評価

　工事原価総額の見積りの合理性を評価するため、主に以

下の手続を実施した。

・会社が進捗度の計算に用いた見積工事原価総額につい

て、業務管理システムの出力帳票との照合を実施した。

・前連結会計年度末に進行中であった工事請負契約につい

て、見積工事原価総額と実績工事原価総額を比較し、工事

原価総額の見積りの精度を評価した。

・当連結会計年度末に進行中であった工事請負契約につい

て、期末日後の工事原価の発生状況を確かめ、見積工事原

価総額との間に重要な乖離がないことを検討した。

 

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

 99/106



 

株式会社第一技研に係るのれんの評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、会社は2026年5月7日に株式会社第一技研（以下「第一

技研」という。）の全株式を取得し、2026年7月31日をみ

なし取得日として連結子会社化している。これに伴い、の

れんを96,175千円計上している。

 

　会社は、当該企業結合において、みなし取得日に受け入

れた資産及び引き受けた負債を識別し、みなし取得日にお

ける時価を基礎として算定した資産及び負債の純額と取得

原価との差額をのれんとして計上している。当該のれんに

ついては、減損の兆候を識別した場合には、のれんの残存

償却期間に対応する割引前将来キャッシュ・フローを事業

計画に基づき算定し、帳簿価額と比較して減損損失の認識

の要否を判定することとしている。

 

　企業結合は非定型・不規則な取引であり、取得原価の妥

当性の検討及び取得原価の配分には、複雑な事象を判断す

る専門的知識を要する。のれんの評価の基礎となる事業計

画の主要な仮定である将来の売上高及び売上総利益率の予

測は市場環境の変化等による不確実性を伴う。さらに、事

業計画の策定は経営者が行うものであることから、経営者

の判断がのれんの評価に重要な影響を与える。

 

　したがって、当監査法人は、第一技研に係るのれんの評

価が、当連結会計年度の監査において特に重要であり、監

査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、第一技研ののれんの評価の妥当性を検証

するために、以下の監査手続を実施した。

（1）取得原価の妥当性の検討

　取得原価の妥当性を確かめるために、主に以下の手続を

実施した。

・経営者への質問及び取締役会議事録の閲覧により、株式

取得の目的及び経緯を理解するとともに、社内承認の事実

を確かめた。

・株式譲渡契約書及び出金記録を閲覧し、取得原価の金額

を検証した。

・取得原価の決定の基礎となった株式価値の評価につい

て、評価手法、基礎データ及び前提条件の合理性を検討し

た。

 

（2）取得原価の配分の検討

　会社が行った第一技研の取得原価の配分の妥当性を確か

めるために、主に以下の手続を実施した。

・第一技研経営者へ質問を実施するとともに、みなし取得

日における主要残高について、残高確認、関連証憑の閲覧

及び突合等を行い、識別した資産及び負債の実在性・網羅

性を確かめた。

・第一技研の受注額が一定金額を超える未成工事につい

て、工事請負契約書及び工事台帳を閲覧するとともに、み

なし取得日に実施した現場視察により把握した工事の進捗

状況とみなし取得日までに発生した工事原価に基づく進捗

度の間に重要な相違がないことを確かめ、契約資産が「収

益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基

準の適用指針」に基づき計上されているかどうかを検討し

た。

・時価評価した資産について、関連証憑と照合し、時価の

妥当性を検証した。

・会社が算定したのれんの計上額について再計算を行い、

取得原価と識別した資産及び負債の純額との差額として正

確に算定されていることを確かめた。

 

（3）のれんの評価の検討

　のれんの減損の兆候の有無に関する会社の判断の妥当性

を検討するために、主に以下の手続を実施した。

・取締役会議事録を閲覧し、事業計画が承認されているこ

とを確かめた。

・第一技研経営者へ質問を実施するとともに、株式取得日

からみなし取得日までを含む過去の実績を把握し、営業活

動から生ずる損益の状況及び経営環境の著しい悪化の有無

を検討した。

・重要な仮定である将来の売上高及び売上総利益率の予測

について、経営者及び第一技研経営者に質問を実施すると

ともに、過去実績等との比較を行い、見積りの合理性を評

価した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ニッソウの2026年7月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社ニッソウが2026年7月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施する。

内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用さ

れる。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統

制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内部

統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監

査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 2026年10月27日

株式会社ニッソウ  

 取締役会　御中 

 

 興亜監査法人 

 東京都千代田区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　隆

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　一弘

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ニッソウの2025年8月1日から2026年7月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ニッソウの2026年7月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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一定の期間にわたり履行義務を充足する工事契約に関する収益認識

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（一定の期間にわたり履行義務を充足する工事
契約に関する収益認識）と同一内容であるため、記載を省略している。

 

市場価格のない子会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、会社は、2026年7月31日現在、市場価格のない子会社

株式637,981千円を貸借対照表に計上している。また、損

益計算書において関係会社株式評価損116,263千円を計上

している。

 

会社は、市場価格のない子会社株式について取得原価を

もって貸借対照表価額としているが、実質価額が取得原価

に比べて50％程度以上低下した場合には、子会社の将来事

業計画に基づき回復する見込みがあると認められる場合を

除き、実質価額まで減損処理する方針としている。

 

市場価格のない子会社株式は、実質価額の著しい下落によ

り減損処理が行われた場合には財務諸表に重要な影響を与

える。また、実質価額の算定に当たっては子会社の資産等

の時価評価に基づく評価差額等を加味しており、評価差額

を加味する資産等の識別には経営者の判断が含まれる。さ

らに、実質価額が著しく低下した場合の回復可能性の判定

は子会社の将来事業計画に基づいて行われ、当該判定には

経営者の判断が含まれる。

 

したがって、当監査法人は、市場価格のない子会社株式の

評価の検討が、当事業年度の監査において特に重要であ

り、監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、市場価格のない子会社株式の評価を検討

するために、主に以下の監査手続を実施した。

・会社及び子会社の取締役会議事録の閲覧、会社及び子会

社の経営者等への質問、子会社の勘定科目残高に対する監

査手続を通じて、子会社の経営環境及び期末の財政状態を

把握した。これにより得られた監査人の評価と、会社が

行った財政状態の悪化が認められる子会社の判定結果が整

合していることを確かめた。

・財政状態の悪化が認められる子会社について、帳簿価額

との比較に際して用いた実質価額の算定方法が「金融商品

に関する会計基準」及び「金融商品会計に関する実務指

針」に準拠していることを確かめた。

・経営者への質問及び子会社の財務数値の閲覧等により、

評価差額を加味すべき資産等が適切に識別されていること

を確かめた。

・実質価額の算定に当たり経営者が加味した評価差額等を

根拠資料と突合するとともに、実質価額の計算結果の正確

性を再計算により確かめた。

・実質価額が著しく低下した子会社株式について、会社及

び子会社の経営者への質問を実施するとともに、子会社の

将来事業計画を過去の計画の達成状況及び直近の業績と比

較し、その結果が回復する見込みがないとした会社の判断

と整合していることを確かめた。

・実質価額が著しく低下している全ての子会社株式につい

て、減損処理されていることを確かめるとともに、関係会

社株式評価損の金額が正確に算定されていることを再計算

により確かめた。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

EDINET提出書類

株式会社ニッソウ(E33910)

有価証券報告書

105/106



 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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